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資 料 第 ４ 号

第４５回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日  時  ２００９年１２月８日（火）１０：００～１１：４５ 

 

２．場  所  中央合同庁舎４号館 １０階 １０１５会議室 

 

３．出 席 者  原子力委員会 

近藤委員長、田中委員長代理、松田委員、広瀬委員、伊藤委員 

        財団法人放射線利用振興協会 

         桜井専務理事 

         長島高崎事業所長 

         松鶴国際原子力技術協力センター長 

        茨城県 

         企画部 林技監 

         企画部科学技術振興課 川崎副参事 

                    小野瀬課長補佐 

        社団法人日本医学放射線学会 

         遠藤理事 

        内閣府 

         中村参事官、渕上企画官、牧参事官補佐 

 

４．議  題 

 （１）原子力政策大綱の政策評価「放射線利用」に係る関係機関ヒアリング（放射線利用振

興協会、茨城県、日本医学放射線学会） 

 （２）第１０回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）大臣級会合の開催について 

 （３）その他 

 

５．配付資料 

  （１－１）放射線利用振興協会の活動 

  （１－２）Ｊ－ＰＡＲＣに関わる茨城県の取り組み 



  （１－３）日本医学放射線学会  

  （ ２ ）第１０回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）大臣級会合の開催について 

  （ ３ ）第４２回原子力委員会定例会議議事録 

  （ ４ ）原子力委員会 原子力防護専門部会（第１５回）の開催について 

  （ ５ ）原子力委員会 国際専門部会（第５回）の開催について 

 

６．審議事項 

（近藤委員長）定刻になりましたので、第４５回原子力委員会定例会議を開催させていただき

ます。 

  本日の議題は、１つ目が、原子力政策大綱の政策評価「放射線利用」に係る関係機関ヒア

リングということで、放射線利用振興協会、茨城県、日本医学放射線学会からお話を伺いま

す。２つ目が、第１０回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）大臣級会合の開催につい

て、資料のご説明を伺います。３つ目が、その他となっております。よろしゅうございます

か。 

  それでは、最初の議題から、事務局、お願いいたします。 

 

（１）原子力政策大綱の政策評価「放射線利用」に係る関係機関ヒアリング（放射線利用振興

協会、茨城県、日本医学放射線学会） 

① 放射線利用振興協会 

 

（中村参事官）１番目の議題でございますが、原子力政策大綱の政策評価「放射線利用」に関

する関係機関からのヒアリングでございます。まず初めに、放射線利用振興協会の取組につ

きまして、放射線利用振興協会からご説明をいただきたいと思います。よろしくお願いいた

します。 

（桜井専務理事）放射線利用振興協会の桜井と申します。今日は私説明させていただきますが、

質問等につきましては高崎事業所長の長島、それから国際原子力技術センター長の松鶴にお

願いいたします。 

  それでは、早速説明させていただきたいと思います。放射線利用振興協会の活動というこ

とで、資料１－１です。この資料は活動ということと、あと３枚目から補足資料がついてご

ざいます。時間もありませんので、この順番に、活動のほうでいろいろ別添ということで飛

 



んでいるんですが、この順番で説明させていただきたいと思います。 

  それでは、１ページ目を見ていただきたいと思います。表紙の裏に当たります。放射線利

用振興協会の体制ということで示しております。私どもは放射線利用の振興、それから原子

力の利用に使われている技術交流の推進を目的としまして、放射線利用の普及事業、それか

ら照射事業、分析事業、技術移転事業、研修事業、国際協力事業等を実施しております。そ

の組織としては、ここに書きましたように、全般的に取り仕切る事務局、それから東海事業

所としては照射技術部、分析技術部、中性子利用推進部。それから、高崎事業所におきまし

ては、事業部、普及開発部、イオン照射センター。それから、国際原子力技術協力センター

におきましては、国内研修部、国際研修部ということで、常勤職員約１００名で活動してお

ります。 

  内容につきましては次のページから説明させていただきます。まず、我々の活動の第１番

目としましては、放射線利用成果の普及ということで、主に高崎事業所普及開発部が担当し

ております。その中のまず第１番としましては、技術誌「放射線と産業」の刊行ということ

をやっております。それからまた、放射線プロセスシンポジウムの開催等をやっております。 

  それからまた、放射線の産業利用の推進ということでは、日本原子力研究開発機構のＪＲ

Ｒ－３、４を用いたシリコン半導体の製造、これは東海事業所の照射事業部が担当しており

ます。それから、原子力研究開発機構の高崎研究所のガンマ線照射施設、電子線照射施設を

用いました試験照射。それからまた、放射線利用技術・原子力基盤技術に関する情報の収

集・公開ということで、これは２つ、残りの１つは高崎事業所のほうで担当しております。 

  それから、②としまして、先端中性子利用技術の産業利用の創出・普及ということで、中

性子利用技術移転推進プログラムということを担当しております。これ内容はＪＲＲ－３の

中性子ビーム実験装置のトライアル用ということでやっております。 

  ここには資料の中に別添１、別添２と別添資料が入っていますが、この内容については後

ろの補足資料でまとめて説明させていただきます。今は全体のスコープということで説明さ

せていただきます。 

  次のページ、原子力機構共用施設の利用支援ということで、原子力科学研究所、高崎研究

所等の研究炉であるとか、ガンマ線照射施設、電子線照射施設、イオン照射施設等の運転管

理及び利用者に対する技術支援。それから、次ですが、これは主に原子力科学研究所ですけ

れども、各種化学分析装置、放射能分析装置の運転管理及び利用者に対する技術支援という

ことで、分析につきましては昨今の分析の専門家が少ないということで、我々努力をしてい

 



ます。 

  それから、４番目、（４）としましては、原子力・放射線に関する知識の普及、人材育成

ということで、これは主に国際原子力技術協力センターが対応しております。教職員等によ

るセミナーの開催、それから近隣アジア諸国の原子力技術者の研修支援ということで、我々

の組織として放射線利用振興ということで大きく言いますと４つ、４項目を実施しておりま

す。 

  これらについてもうちょっと詳しく次の補足資料を用いて説明させていただきます。 

  まず、補足資料の１ページ目でございますけれども、「放射線と産業」という技術誌の刊

行であります。これは、１９７６年、昭和５１年１月に創刊いたしまして、それから毎年年

４回、１回につき２，０００部ですけれども、刊行しております。ここに２００９年９月最

新号と書いてありますが、これをつくった後に１２月１日で１２４号が発刊しております。

ということで、現在は１２４号まで出ています。 

  この内容といたしましては、放射線利用の研究開発、利用の状況に関する解説であるとか、

特許等の実用化の状況、それからそのときのトピックス等の解説、紹介ということです。こ

の「放射線と産業」については原子力委員会のほうにも届けられているのではないかと思い

ます。 

  そして、取り扱いました最近のトピックスとしましては、イオンビームを利用したバイ

オ・医療応用研究の最前線、これは連載でやっております。それから、高エネルギー素粒子

を利用した巨大構造物の透かし撮りとか、陽電子消滅法による材料評価、使用済みＲＩの処

理事業について、学習指導要領改訂に伴う放射線教育の見直しについて、弥生時代の開始時

期はいつからか、というような種々のテーマについて専門家に紹介いただくというような内

容でやっております。 

  それから、次のページでありますけれども、２ページ目、放射線プロセスシンポジウムの

開催ということです。これは、各産業利用分野における放射線利用に関する最近の研究開発

成果、講演、それからポスターの発表等を目的としてやっております。１９８５年、昭和６

０年に第１回シンポジウムを実施し、それから１年おきですけれども、毎年実施しています。

今年平成２１年１１月１２、１３日、２日間をかけて第１３回を実施しております。 

  今まで取り扱ってきましたトピックスとしましては、放射線源、照射施設、照射技術、そ

れから放射線育種等です。 

  開催実績としましては、最近の３回ですけれども、参加者は４００人前後ということであ

 



ります。それで、講演数としましては毎回２５件前後、ポスター発表は約４０件ということ

です。写真は今年度のシンポジウムの状況を示しております。ポスター発表につきましては

優秀発表については表彰しております。今月号の「放射線と産業」の中でも優秀なものにつ

いてはどういうものがあったかということを紹介しております。 

  それから、３ページ目ですけれども、これは中性子照射による高性能シリコン半導体の製

造ということで、ＪＲＲ－３、４を用いてのものであります。この高性能シリコン半導体で

は何が一番重要かというと、均一照射をするということです。現状としましては半径方向を

均一にするのには回転、縦方向に均一にするのには上下反転ということでやっております。

その模式図が下の左側の図にあります。研究炉はご存じのように非常に炉心がコンパクトと

いうことで８０ｃｍぐらい。制御棒があるというようなことで、コサイン分布、下にゆがん

だ中性子の分布をしておりますが、そこの上のほうを使って回転をさせ、また反転をすると

いうようなことでやっております。 

  現状としましては、これ５年間の平均ですけれども、ＪＲＲ－３においては直径５インチ

と６インチで約３．６ｔ、それからＪＲＲ－４については５インチのみですけれども、０．

５ｔということで製造しています。そのインゴッドはここに書いてあるようなものです。 

  研究炉、私どもの請け負っているのは比較的照射時間が短い、すなわち均一にするのが非

常に難しいというようなところを受け持って、そのほかのものはメーカーさんが海外の研究

炉等を利用して製造しております。 

  次のページ、４番ですけれども、今後の低炭素社会の実現というようなことで、高性能シ

リコン半導体の需要も増すだろうということで、我々その増産ということで技術開発をして

おります。その１つ、これは海外などでも採用されておりますが、フィルター付きホルダの

開発です。ここに模式図が書いてありますけれども、目的は反転作業をなくそうということ

で、回転だけでやろうということです。中性子のコサイン分布の前に吸収体を置きまして、

この模式図ですけれども、これは吸収体の厚さをあらわしていますけれども、それで均一な

中性子をつくります。これにより、回転だけで均一度±５％を達成しようということです。 

  これのメリットとしては、先ほど申しました反転作業が不要ということです。反転作業は

炉心の上で人がやっていますので、被ばくの低減化とかで作業時間がかかります。そういう

意味では照射時間の短縮ができるというのが１点。 

  それから、中性子束のピーク値、一番高いところを使いますので、若干平坦化で吸収は避

けますが、全体としては２０％の増加になります。そういうことから、今全く同じ体制で同

 



じ時間を費やすれば、約１．５倍の増産が可能であるという見通しを得ております。 

  そのフィルター材としましては、今試験をしておりますけれども、ホウ素０．２７％を添

加したアルミ合金でやっております。寸法は現行ホルダと同一です。 

  それで、今後予定しておりますのは、実際の照射口にこのフォルダーを入れて、中にシリ

コンインゴッドを入れて中性子束分布、分割したインゴッドの間に金線であるとかそういう

ものを入れて中性子束を測ろうということです。それから、高出力特性試験ということで、

３号炉のフルパワーのときに現実に使ってシリコン照射して、抵抗率±５％に入っているか

ということを確認しようということです。本当はこの２つの試験、今ごろは結果が出ていた

はずなんですが、３号炉の制御棒に少々トラブルがありまして動いていないということで、

再開後にこれをやって実験をしまして、確認した上で来年度はホルダ製作をして、２３年度

ぐらいから実用化させたいということで今準備を進めているところであります。 

  続きまして、別添４の５ページです。これは高崎事業所でやっております放射線利用の展

開のための外部企業からの依頼による照射と書いてありますけれども、先ほどの資料では試

験照射ということでやっております。 

  これは、原子力機構の施設共用の制度の有償利用の活用ということでやらせていただいて

おります。我々としましては、実験者と各施設の間のインターフェースの技術を提供すると

いうことで、温度管理、照射量管理であるとか、照射の均一性であるとか、照射の条件のコ

ントロールをやっております。 

  実績としましては、ここに原子炉構造材であるとか、衛星搭載用の部品等の耐放射線特性

試験等もやっております。 

  それから、６ページ目のところ、これはデータベースを提供しているというところですの

で、内容は見ていただければと思います。 

  それから、別添６の７ページですが、中性子利用技術移転推進プログラムということで、

先ほど申しましたように、これはＪＲＲ－３についているビーム実験設備についております

先端的な実験装置を、まだそういう経験のない産業の製品開発に体験していただこうという

プログラムであります。そういう意味では余りそういう経験がないということで、支援内容

としましては、説明会であるとか相談会を実施する、それから、そこでやりたいという希望

を出した人には実験計画の立案の支援であるとか、またそれから現実の実験実施に当たって

は、実験指導であるとかデータ解析の指導であるとか、報告書のまとめであるとか、そうい

う支援をしております。 

 



  その結果としまして、８ページです。プログラムの成果という意味では右のほうに書いて

ありますけれども、これはＪＲＲ－３の中性子ビーム産業利用課題の推移ですけれども、３

つのことが言えるかと思います。 

  １つは、このプログラムを経験者の３７％がＪＲＲ－３の中性子利用実験、我々のところ

を介さずに独自で始まったということ。それから、当然ながらその結果として、３号炉の産

業利用という意味では３年間で３倍になりました。また、内容としましては当然製品開発に

なりますから、成果非公開の研究が増えてきたということです。また、ＪＡＥＡとの共同研

究等も増えているということで、十分に成果が出ているのかなと。またこれがＪ－ＰＡＲＣ

の共用ということとも結びつくのではないかなと期待しております。 

  それから、９ページですけれども、教員セミナーの実施です。これは教職員の方々を対象

としまして、原子力の各分野の専門家による講義であるとか実験実習であるとか原子炉施設

の見学等をすることによって、見て、聞いて、触れてということで原子力の知識を得ていた

だくということで、平成１０年から実施しております。今までに１万３，３００名が対応し

ております。 

  内容としましては２つに分けております。基礎コースと応用コース。基礎コースは小中高

の先生別に、また全国を９ブロックに分けてやっております。それからまた、応用コースは

この基礎コースを受けた人たちを対象に、全体的にレベルアップを目的として実施していま

す。具体的には体験型として臨界実験装置等の実験を体験していただくことであるとか、実

践型として各先生方が苦労して今原子力教育の実例を行っておりますので、そこでの成果の

共有化を図っています。また、地域型として原子力発電施設の立地地域でニーズに沿ったテ

ーマを選んで実施しております。前はいろいろな原子力に関する知識を知っていただくとい

うことだったんですが、最近の学習指導要領の改訂を反映して、最近では現実に先生方が使

える情報を提供するというようなことも考慮して進めております。 

  それから、最後ですけれども、近隣アジア諸国の原子力技術者研修として、各国の人材育

成の中核となる教員の育成、講師育成研修ということで、平成８年度から、インドネシア、

ベトナム、タイ、これは日本に呼んで行っています。それから、講師海外派遣研修、出前研

修ですけれども、これは上の講師育成を受けた人たちのフォローアップであるとか、各国と

の共催で、インドネシア、タイ、ベトナムでやっております。それから、次の保障措置に係

る研修支援ということで、我々研修するというわけではなくて、ＪＡＥＡで実施している研

修に対して講師育成研修であるとかそういう経験をもとに支援事業をしているというような

 



ことです。この表には平成２０年度までの実績を示しております。 

  以上です。 

（近藤委員長）ありがとうございました。ご説明に対して、ご質疑をいただきますが、その前

に一つ、質問があります。お宅様は公益法人改革に対してどういう対応しようとしているん

ですか。 

（桜井専務理事）公益法人でいこうという準備をしております。 

（近藤委員長）自主財源はあるんですか。 

（桜井専務理事）いや、全部ここでの委託事業で。 

（近藤委員長）全部委託なんですか。わかりました。それでは伊藤委員、どうぞ。 

（伊藤委員）ありがとうございます。最初のページですね、放射線利用の振興及び技術交流の

推進を目的ということですが、１つは、後者の技術交流の推進というのはまさに内部での交

流、ここにかかわっている人たちの技術交流をしつつ、さらなる放射線利用に関わるシーズ

を言ってみれば拡大していくと、こういうことだと思うんですが。 

  もう１つの振興というのは、ニーズとシーズをどうあわせながら、ニーズをつかみながら

このシーズをどう生かし、相互のやりとりの中からさらにシーズを拡大し、あるいはその基

盤を深め、そしてニーズ側に対してもこんなシーズがあるよということをやると、こういう

ことだと思うんですが。 

  そういう中で、この人材育成というのは極めて大事であるとこのページに書いてあるわけ

ですね。 

 そこで質問です。９ページですが、教職員セミナー、これが学習指導要領の改訂を反映し

て非常に拡大しているという状況がここに出ているんですが、このキャパシティというのは、

研修のための施設の能力に比べてどの程度になっているのでしょうか。つまり、施設はまだ

まだもっと受入体制があるのに今こんな状況にあるのか、あるいはここを拡大してきたとい

うのは、施設の能力を拡大しながらやってきたということなのか、ということが第１点。 

  それからもう１つは、これは自主的にどんどん増えてきている、向こう側のこういう教職

員側から自主的にどんどん受講者が増えてきているのか、どこかがある仕組みの中で割り当

てながらこうしてきているのかというのが質問の第２点です。 

  ３点目は、ここに区分けが２区分、３区分になっているんですが、これはどういう、区分

でしょうか。縦の線が３つに分かれていますよね。これちょっとよくわからない、こういう

こと。これが今の人材育成の関係ですが。 

 



  それから、別の観点で、１０ページのところで保障措置に係る研修支援というのがあるん

ですが。この保障措置に係る研修支援と、確かに保障措置というのは放射線、まさに大きな

放射線、放射能をいかにして管理するかということですが、その役割というのは具体的にど

んな内容のことをやっているのか、ちょっと教えていただきたい。 

  以上です。 

（松鶴センター長）では、まず増加していくということと施設との関係ということでございま

す。これは文部科学省からの受託事業でございます。先生をお呼びするのにお金がかかると

いうこともございまして、予算の範囲で実施しているということです。ですからこれ以上は

なかなか難しいということでございます。 

  それから、その表ですけれども、これは積分値でございます。年間大体２，０００人程度

最近では先生方をお呼びして受講していただいています。 

  それから、割り当てということもありますけれども、学校とか教育委員会にこういうプロ

グラムを郵送いたしまして、そして受講生を募集してございます。 

  それからもう１つ、保障措置に関する研修でございますけれども、これは文部科学省とＩ

ＡＥＡが交代で主催している研修でございます。私どもは機構が分担した部分の中で事務局

を支援しております。 

  以上です。 

（伊藤委員）今の保障措置というのは事務局支援なんですね。中身じゃないんですね。それな

らそういうふうに最初からおっしゃってくれればわかったんだけれども。 

  もう１つ、今の２，０００人というのが一体実際のニーズに対してどのぐらいのものなの

か知りたかったのですが、要するに受託できたものだけやってるから知らないよと、こうい

うことですね。 

（松鶴センター長）いえ、大体理科の先生方を中心に数万人の先生が日本にいらっしゃるんで

すけれども、その中からこういった放射線とか原子力を学んでいただく意欲のある先生方が

応募してくださっています。必ずしも全員がこういうものを学ぼうという意識があるわけで

はないので、需要と供給がバランスしているのではないかと思います。 

（伊藤委員）ということは、応募してきた人たちについては特段施設とか受入側の能力で制限

するということではなくて１００％受け入れていると、こういう状況なんでしょうか。 

（松鶴センター長）おおむね１００％受け入れております。 

（伊藤委員）ありがとうございます。 

 



（近藤委員長）田中委員。 

（田中委員長代理）私の理解では、事業は全て受託ではなくて、シリコン半導体とか照射とい

うのは、施設は使うけれども、受託でやっているわけじゃないですよね。 

（桜井専務理事）シリコン照射は民間からの。 

（近藤委員長）サービスを提供して収入を得ているのですか。 

（桜井専務理事）はい。 

（田中委員長代理）だから、いわゆる研修事業とか先ほどのそういうこととは全然意味が違う

わけでしょう。収益的な事業ではないでしょうか。 

（桜井専務理事）はい。 

（田中委員長代理）それから、このシリコン照射ですけれども、これ本当は環境、ハイブリッ

ドとか首都圏の電車とかというのはこのシリコンがみんな使われていて、これからの世界の

動向は５インチ、６インチでは小さくて、８インチ、高圧系にいくんですよね。それをやろ

うというのがＪＭＴＲの改修の中で考えていたんだけれども、それが今回事業仕分けで凍結

ということになっているので今後どうなるのかわかりませんけれども。 

  これは振興協会の話ではないんだけれども、こういった環境問題の基本となるような素材

について、やはり本当はきちっと原子力分野が非常に大きな貢献ができるということについ

てもう少し説明が必要ではないでしょうか。この事業紹介だからこうだけれども、全体の消

費量からいうと数％ですよね。それで、去年私ベルギーのモル研究所に行ったけれども、あ

そこはＪＭＴＲより古い炉をシリコン照射をやるために改修してるんですね。それで一遍に

６本とか８本とかを照射するようにしているという。世界がそういうことで競っているとき

に日本が今のようなことをやっていたのでは、とてもじゃないけれども環境問題なんてうわ

ごとみたいな感じがするんですよ。そういうことについて、本当はわかりやすく資料をつく

っていただきたかったなとそういうふうに思います。 

  以上です。 

（近藤委員長）はい、それでは松田委員。 

（松田委員）「放射線と産業」という本は私も拝読しています。技術誌なので真面目につくら

れているんですけれども、ちょっと一般の人が読むには難しいんですね。読者はだれが対象

でどういうところでどういう効果を出してるのだろうかと思います。放射線利用振興協会と

いうお名前からすると私たちの身近な生活レベルでの放射線の理解というのはものすごく大

事で、その接点にこの協会がなっていただければいいなというのが私の願いです。 

 



  資料に食品照射とお書きになっていますね。項目はあるんだけれども、私たち原子力委員

会があれだけ提言してもなかなか動いてくれない問題点というのは、この協会としてはどう

いうご尽力いただいているのかなとか聞きたいと思います。 

（長島所長）高崎事業所の長島と申します。食品照射のことにつきましては、なるべく照射自

体が国際的に容認されているような状況とかそういうことをご紹介するようなことはなるべ

くしてきております。ただそこの決定的な判断をするような会社ではございませんし機関で

はございません。微妙な扱いの中で、科学的に裏づけられているようなことのいろいろな紹

介とかそういった分野の方々の先生方の紹介、説明とかをしてきているというふうな状況で

す。いまいち、いろいろなご意見が消費者の方にもあるようでして、かなり、私の直感的な

印象では、反対派のような方で受け入れがたいような方もおられるし、というような状況の

ようです。ちょっとお答えになっているかわかりませんが。 

（近藤委員長）２，０００部の会誌の発行目的は会員サービスが主眼で、市民が対象ではない

ですね。いまは、会誌も公益法人の会計規則では取扱が難しいことになってきているから、

どういう性格のものかをちゃんとご説明したほうがいいですね。 

（長島所長）２，０００部、一応値段はついているんですけれども、印刷会社を通さないと店

頭には並べられないとかということもありまして、実態としては関係者のところに放射線振

興協会のほうから配らせていただいております。 

  その効果というのはちょっとなかなかあれなところはあるんですけれども。いろいろな噂

としてはいろいろな専門的な学術誌よりは理解しやすいとかいうような声はよく聞いており

ます。 

（桜井専務理事）この発行に当たりましては、費用等につきましてはシリコン照射とかいろい

ろな事業のところでの利益を充てています。重要であろうということで続けております。 

（伊藤委員）やはりこういうものを出すからにはやはり目的が明確じゃないといけないと思う

んです。私も２，０００部ということとその最初の１ページ目の協会の目的ですね、それと

活動の概要という、これはやはりどちらかというと一般向けというよりも、これにかかわっ

ている人たちの中の交流、情報交換あるいは交流をしつつ、そのシーズをさらに強化して強

めていくということが目的なんじゃないかなと思うんですよ。２，０００部で両方ねらうと、

これはやはり半端なものになるんじゃないかという気もしますしね。本当に一般市民の放射

線利用に対する理解のためにつくるというのなら、全く別な発想でやらなきゃいけないと思

います。その辺の目的を明確に、資源を有効に活用することこそが大事かなと思いますけれ

 



どもね。 

（近藤委員長）どうぞ、広瀬委員。 

（広瀬委員）２つほどあります。１つは、この振興協会さんの性格そのものが掴みにくいです

ね。今のこの組織図だけ見ますと、東海と高崎とそれから技術協力センターですか、ここを

全部統括しているというような形になっているんですが。事業の内容を見ますと、そのうち

の幾つかのところを多少お手伝いしているという、そういう感じがするんですが。全体的に

例えばそれらの３カ所の事業を全部把握して、その全体の調整をするというような機能とい

うわけではないのですか。それが第１点です。 

  それからもう１点は、やはり教育のところに興味があるんですが。先ほど伊藤委員からの

ご質問もありましたけれども、小中高での原子力や放射線の教育というのは大変重要になっ

てきました。しかもそこでの先生たちの知識が足りないということが大きな問題だと原子力

委員会でも認識しています。ですから、その先生たちの教育というのは大変重要だと思いま

す。その際に、現在年間に大体２，０００人ぐらいの先生を募集して教育してらっしゃると

いうことなんですが、そういう先生たちの教育全体、例えば文科省やなんかが行っているも

ののうちのどの程度の部分をこれで担っているのでしょうか。逆に、もしほかにいろいろと

事業があるとすれば、そことの関係はどうなっているかということをちょっとお聞きしたい

と思います。 

（桜井専務理事）第１点目の全部を統括しているところがあるかということですけれども、そ

れは理事会のところで全体を掌握し、年間の計画を立ててやっております。それで、評議員

会で検討していただき年間の方針を決めて、全体としてはコントロールしてやっております。 

（広瀬委員）そうなんですけれども、そうすると、例えば東海事業所にあなたのところはこう

いうことをやりなさいというようなそういう決定まで行うということですか。 

（田中委員長代理）多分先生に誤解があって、これＪＡＥＡじゃないんですよね、ただ場所が

東海にあるというだけで、茨城にあるというだけで。ＪＡＥＡとは独立した組織です。 

（広瀬委員）そうすると、ここの事業所それぞれでは何人ぐらいの方がいらっしゃるんですか。 

（桜井専務理事）トータルで１００名ぐらいです、東海事業所が４０名ぐらいですかね、高崎

が４０～５０名です。 

（松鶴センター長）教育のほうについてですが。昔は、学校教育で放射線も教育しておられて

いたということですけれども、長らく教えてこなかったこともあって、教育に関する知識も、

それから実験装置や施設も劣化して今は何もないというのが現状です。先生方、指導要領の

 



変更で、今後、放射線についても少し触れないといけないということでいろいろ不安を持っ

てらっしゃるので、今なるべく正しい知識を得ていただいて、余りお金をかけずに実験がで

きるようなものも工夫してご紹介したりしているわけでございます。 

  ご質問の文科省が実施する先生の教育といいますか指導等、その部分で私どもがどの部分

をというお話がございました件ですが、多分個々の先生の指導というのは各地域の教育委員

会が担当してらっしゃるんだと思います。私どもの事業は指導要領の変更に伴いまして、放

射線をもっと先生方に正しく理解していただく、放射線、原子力ですね、そういう事業の一

環として実施しております。先生だけを対象にした事業は文科省の中ではこの事業だけだと

思います。生徒さんも含めていろいろとイベントで理科の実験をしたりという事業は別途ま

たあるように思います。 

  それでよろしゅうございましょうか。 

（近藤委員長）はい、ＪＡＥＡという大きな国の組織があって、それなりの設備なり能力なり

知識を持っているところ、それを社会に普及していくための機能がＪＡＥＡには十分備わっ

ていない。そこでそれをサポートする意味でこういう組織が活躍しておられるということは

重要なことだと思います。今ご承知のように、こういう組織に対する委託研究、これ競争入

札にしなきゃならないとか、随意契約の問題とか、いろいろ話題になっているところなので、

非常に丁寧に対応していただかなきゃならないことと思います。今朝もまた変なニュースが

ありましたし。ですから、ご苦労は多いかと思いますけれども、しかしそれはそれなりに税

金を使ってやる仕事ですから非常に大事なことなので、その辺も十分に配慮しつつ。 

  こういう社会とのインターフェースの部分について、本来的にどうあるべきかということ

についてもひとつきちんと整理をしておかなきゃならないのかなと思いつつ、今日はその１

つの現場の現状についてお話を伺いました。そういうことなのかなと思います。 

  どうもありがとうございました。 

  では、続いて次のヒアリング。 

 

② 茨城県 

 

（中村参事官）次に、茨城県の取組につきまして、茨城県の企画部からご説明をよろしくお願

いいたします。 

（林技監）茨城県企画部技監の林でございます。資料第１－２号について説明させていただき

 



ます。 

  皆さんご存じかと思いますけれども、原子力機構東海研構内に大強度陽子加速器、通称Ｊ

－ＰＡＲＣと呼んでおりますが、そこに茨城県として２台の産業利用のための中性子実験装

置を整備しております。そのことにかかわる茨城県の取組、特に中性子実験装置のことをビ

ームラインと別称しておりますが、そのビームラインの整備の状況と産業利用の促進の状況

について説明させていただきます。 

  ２ページ目を開いていただきますと、今申し上げました大強度陽子加速器の航空写真が示

してあります。原子力機構東海研の中に日本原子力研究開発機構と高エネルギー加速器研究

機構、略称ＫＥＫと呼んでいますが、これが共同プロジェクトとして建設を進めております。

事業費、第１期、１，５２４億円で、平成１３年度に着手しまして完成をしているという状

況でございます。 

  装置の概略を簡単に申し上げます。左下のところにリニアックというのがございます。こ

れは線形加速器です。ここで最終的には４００メガエレクトロンボルトまで陽子を加速しま

す。陽子のスピードを光の速度の約７０％まで加速しまして、ピンクで書いておりますが、

３ギガエレクトロンボルトのシンクロトロンにもっていきます。 

（近藤委員長）委員は皆さんこの施設を訪問していますので、適切に端折って説明してくださ

ったよろしいと思います。 

（林技監）では、ご存じですので。 

  それで、３ギガシンクロトロンから出たビームを右側の５０ＧｅＶシンクロトロンの真ん

中にあります物質・生命科学実験施設に導いてきて、ここで中性子を発生させていろいろな

実験をしようということでございます。そこに県として２台の装置を整備したということで

す。 

  その背景をまず説明させていただきます。３ページにいっていただきまして、ご存じのよ

うに、茨城県内には科学技術と産業関連施設が集積しております。つくばには研究関連機関

が３００、国等の研究機関が３１で国全体の約３０％があります。研究者は約２万名という

状況です。東海村には原子力関係の研究機関、原子力機構、高エネ研、東大、東北大、茨城

大等ありまして、全体で約２，８００人の研究者がいるという状況です。 

  北部の日立市には日立製作所を中心に関連企業約１，６００社集積しておりますし、鹿島

には住金とか三菱化学といったような素材産業等が約１６０社も集積しているという状況に

ございます。 

 



  ４ページですが、そういう背景を踏まえまして、茨城県では平成１３年に「サイエンスフ

ロンティア２１構想」というものを策定いたしました。これは先ほども説明しました、つく

ば、東海、日立、鹿島地区の連携強化を図って、大強度陽子加速器を核として一大先端産業

地域の形成を目指そうというものでございます。 

  それで、右にありますように、後で詳細はご説明いたしますが、茨城県として２台の装置

を整備するとともに、産学官共同研究施設である「いばらき量子ビーム研究センター」とい

うのも整備いたしました。これらの施設あるいは装置を通じまして、左下にありますように、

Ｊ－ＰＡＲＣの産業利用の促進と、県内産業の高度化を進めたい、そういうものを踏まえま

して、最終的には県内に新事業・新産業の創出であるとか、研究開発・産業拠点の形成を目

指そうというのが「サイエンスフロンティア２１構想」でございます。 

  ５ページ目にＪ－ＰＡＲＣのＭＬＦ、物質生命科学実験施設の略称でございますが、そこ

におけます中性子実験装置のレイアウトを示してございます。全部で２３本のビームが設置

される予定になっておりますけれども、そこに２台の県の装置を整備したところでございま

す。右上にありますビームライン③のところに茨城県の生命物質構造解析装置、基本的には

単結晶構造解析装置ですが、これを設置しました。それから、右下にあります、これはＢＬ

２０になりますけれども、茨城県の材料構造解析装置です。こういう２台を整備しておりま

す。 

  次のページ、６ページ目にＭＬＦに置かれます中性子実験装置全体のリストが書いてござ

います。設置可能なビームラインは、全部で２３本ございます。既に運用しているのが８本、

整備中であるもの、予算化されているもの、あるいは調整中のものが全部で７本ということ

でございます。このうち平成２１年度末運用予定が４本という状況でございます。 

  上からビームライン、ＢＬ０１、ＢＬ０２というビームラインの番号順に並べてあります

が、そのうちの赤で書いてありますＢＬ０３のところが生命物質構造解析装置、下から２番

目のＢＬ２０が材料構造解析装置ということでございます。いろいろな装置を置いてサイエ

ンス、それから産業利用に使っていただこうということでございます。 

  ７ページにまいりまして、中性子の特徴を簡単にご説明します。ご存じかと思いますが、

質量は別にしまして、電荷はございません。したがいまして、非常に透過性が高いというこ

とで、非破壊検査等に使えるということです。それから、スピンを持つとか磁気モーメント

があるということで、ミクロな磁気構造を調べることができます。それから、核反応いたし

ますので、材料中の微量元素を、多元素同時分析できるということがあります。 

 



  ８ページにまいりまして、熱中性子のエネルギーが固体素励起と同程度ということで、原

子の運動を見ることができます。それから、波長は原子間隔と同程度で、放射光あるいは実

験用のＸ線発生装置から発生するＸ線と同じぐらいの波長を持っていますので、Ｘ線と同じ

ように構造解析をすることができます。 

  Ｘ線と違いまして、中性子の特徴として、原子核と反応いたしますので、原子核の構造に

よっていろいろなものを見ることができます。特に軽原子、水素とかリチウムといったもの

を見ることができるというのが大きな特徴です。 

  ９ページ目ですが、今のような中性子の特徴を踏まえて、産業において中性子がどんなふ

うに使えるかということをまとめて書いてございます。左から、産業分野別、適用対象、適

用技術と書いてあります。電機、化学、鉄鋼、自動車、重工、電力、建設、製薬・食品・化

粧品といったような非常に多くの産業分野に使うことができます。適用対象がいろいろ並べ

てありますけれども、非常に多くの製品に中性子を使うことができます。適用技術としても、

右端に書いております、粉末回折、偏極回折、反射率計といったようなさまざまな測定技術

があり、いろいろな材料、製品の開発に使えるということでございます。 

  １０ページ目にまいりまして、材料構造解析装置、これはｉＭＡＴＥＲＩＡという愛称で

呼んでおりますが、基本的には粉末の構造解析装置です。図の左側から中性子ビームが入っ

てまいります。真ん中の試料散乱槽、ここは真空になっており、この真ん中に試料を置いて

おります。そこに中性子が当たりますと、材料で回折、散乱した中性子が四方八方に飛んで

まいります。それで前方にあります、図では右側になりますが、小角散乱検出器、低角バン

ク検出器、特殊環境バンク検出器、それから左側にあります高分解能バンク検出器という４

つの検出器バンクに、検出器を全部で１，５００本以上たくさん並べて測定しますので、短

時間で高精度に構造解析できるという装置でございます。 

  この装置の目的は、左下に書いてございますが、新規材料構造評価システムを開発して、

高付加価値材料の創成を目指そうというものでございます。具体的には右にありますように、

高性能燃料電池材料の開発とか、水素吸蔵材料の開発、あるいは大容量小型のリチウムイオ

ン電池材料の開発を目指そうということでございます。 

  １１ページに生命物質構造解析装置、ｉＢＩＸという愛称で呼んでおりますが、この装置

を示しています。試料を取り囲むように２次元の検出器が球殻面に、放射状に配置してあり

ます。２次元の検出器をたくさん配置することによって、装置中心に設置された試料に入射

し、散乱された中性子を検出し、短時間で高精度にタンパク質等の構造解析をしようという

 



ものでございます。 

  目的としましては、タンパク質等の機能・化学反応に寄与する水素・水和構造、水和とい

うのは具体的にはＨ２Ｏ、水ですけれども、こういったものの構造を解明しようということ

です。これによりまして、右側に書いてありますように、難病治療薬であるとか副作用のな

い薬、あるいは生体高分子、有機分子による機能性材料の開発を目指そうということでござ

います。 

  １２ページには、茨城県のビームラインの運営体制が示してございます。茨城県を真ん中

に置いてありますけれども、本庁で全体統括しています。東海村に「いばらき量子ビーム研

究センター」を整備しております。ここにスタッフが約１０名常駐しております。左側に茨

城大学と書いてありますが、今ご説明しました２本のビームラインの運転維持管理、それか

ら装置の高度化につきまして委託をしております。そこに書いてありますが、「フロンティ

ア応用原子科学研究センター」が茨城大学に昨年の春設立されまして、ここの県ＢＬ開発研

究部門というのがございまして、そこに運転維持管理と装置の高度化をお願いしております。 

  産業界のユーザーの方が装置を使いたいというふうに言ってまいりますと、私たち茨城県

と茨城大学のスタッフでどういう測定をするか、出た結果をどんなふうに評価するかを事前

に相談いたします。それで実験を進めるということになります。装置はいろいろな機能を持

っておりまして、私たちあるいは茨城大学のスタッフだけでは対応できないという場合に備

えまして、右側に県ＢＬ利用者支援フォーラムというのがございます。茨城県内にはいろい

ろな大学、研究機関がございます。こちらの先生方に一時的に一緒に入っていただいて測定

するということも考えております。場合によりましては、右のところにつないで書いており

ますが、共同研究をやっていただくということを考えております。 

  １３ページ目にまいりまして、運営の基本方針（１）ということで書いてございます。茨

城県の２台の装置は産業利用として整備しております。したがいまして、まず産業界が利用

しやすい運営システムの構築が第一でございます。利用者に対する支援スタッフの充実とい

うことです。それから、使いたいときにすぐ使える、特に緊急利用、いつでも使えるよう、

製品開発の段階あるいは市場に出た製品でトラブルがあったときに使いたいというときにす

ぐ使えるような緊急利用枠というものも設けてございます。 

  それから、３番目に秘密保持システムです。産業界の方がこういう装置を使うときに一番

心配しているのが情報の問題です。情報に限らず、２番目に書いてありますが。もの、これ

は測定試料ですけれども、それと人と情報の厳格な管理です。空間的にも時間的にもお互い

 



にコンタミネーションがないような形で使っていただけるようにしたいと考えています。最

終的にはコンプライアンスの問題ですので、関係者の倫理教育を徹底的に行うということを

考えております。 

  それから④として、産業利用の促進ということで、トライアルユースを実施する、あるい

は将来的にはメールインサービスも実施しようと考えております。 

  それから、５番目としまして、運用実績を踏まえてフレキシブルに対応していきたいとい

うふうに考えております。 

  それから、大きい２番でございますけれども、県の予算で装置は整備しておりますので、

やはり県内企業に対する優遇措置が必要ということで、利用料金の割引であるとか、優先的

に使っていただく、あるいは、手厚い支援をやろうということを考えております。 

  方針の（２）を１４ページに示しております。課題公募、産業利用公募枠というのは半年

に１回定期受付枠がありますけれども、それ以外に各サイクルごと、Ｊ－ＰＡＲＣは今のと

ころ将来的には年間１０サイクル運転することになっておりますが、各サイクルごとに受け

付けるということとか、先ほどご説明しました緊急に使っていただけるような枠を設けてい

ます。対象は産業界です。産業利用として整備していますので、企業の方が対象です。ただ

し、財団法人とか社団法人で産業利用が明確な方については受け付けるということにしてお

ります。課題の公募はＪ－ＰＡＲＣセンターのほうで一括してやっていただくということに

しております。 

  課題の審査を書いております。これもやはりＪ－ＰＡＲＣセンターと一体でやろうという

ことで進めております。１５ページは県ＢＬのビームタイムと利用枠でございます。県が利

用する枠は全体の７０％、これは県枠と呼んでいます。それから、Ｊ－ＰＡＲＣ枠が２０％、

メンテナンスが１０％ございます。Ｊ－ＰＡＲＣ２０％というのは、県の装置を置かせてい

ただきますけれども、使用料、設置料を払っておりません。その代わりにマシンタイムをＪ

－ＰＡＲＣセンターのほうに提供するということで、それを２０％というふうに設定してお

ります。 

  県枠の中をどんなふうに使っていくかということですが、下のほう、本格運転時のほうを

見ていただきたいのですが、定期受付と随時受付、これがあわせて全体の７０％の中の８

０％ということでございます。それから、県プロジェクト枠を１５％設けております。２台

の装置を整備するのにそれぞれやはり１０億円以上かかっております。こういう先端的な装

置というのは毎年のように改良高度化というのを進めていくことが必要でございます。その

 



ためには県の２台の装置の運転をしていただいている茨城大学の先生、あるいは我々を含め

てどういうふうに装置を改良、高度化していくかということを継続的に研究していくことが

必要ということで、そのためのマシンタイムとして１５％確保しております。 

  それから、繰り返しになっておりますが、産業界の方がすぐ使いたいというときのために

５％分を確保しているという状況でございます。これはユーザーの課題申請の状況を見すえ

て随時変えていくということで、柔軟に対応していきたいというふうに考えております。 

  １６ページ、産業利用促進のための施策ですが、県の２台のＢＬはあくまで産業利用とし

て整備していますので、産業利用促進というのをきちんとやっていかなければならないとい

うことで、いろいろな施策をとっております。１番にあります中性子産業利用促進連絡会議、

これはＪ－ＰＡＲＣセンターが行っているもので、Ｊ－ＰＡＲＣセンター、ＪＡＥＡ、ＫＥ

Ｋ、茨城県、いろいろな機関が関係しています。そういうところが連携してＰＲ活動をやっ

ています。 

  ２番目が、茨城県中性子利用促進研究会です。まだまだ中性子の利用というのが一般産業

には広まっておりませんので、県独自の研究会というのを組織してやっております。後で詳

細ご説明いたします。 

  それから、３番目が中性子産業利用推進協議会で、これは企業の団体でございます。 

  それから、４番目が県内中性子利用連絡協議会で、県内企業の中性子関連のところを集め

ていろいろな活動を行っております。 

  ５番目が、Ｊ－ＰＡＲＣ／ＭＬＦ利用者懇談会です。これはＪ－ＰＡＲＣの利用者個人と

しての集まりでございます。 

  それから、６番目、７番目、これはそういう啓発活動の一環としていろいろやっているも

のですけれども、中性子産業応用セミナー、企業セミナー、技術相談会、後で詳細説明する

ことにします。 

  １７ページ目に、県の中性子利用促進研究会について説明があります。これは産学官によ

るセミナーとか中性子モデル実験などを実施しようというものでございます。参加者が現在

４１２名、１１１社、３７研究機関の方に参加していただいております。大きく分けますと、

材料構造解析研究会、生命物質構造解析研究会、中小企業利用研究会というのがございます。

それぞれの中にまた分科会が現在全部で１０ありまして、個別のテーマごとに研究開発活動、

大体１つの分科会で年に３回ぐらい集まっていただいてはいろいろ検討していただいており

ます。 

 



  それから、１８ページに中性子産業利用推進協議会があります。これは全国の産業界が結

集しまして、Ｊ－ＰＡＲＣなどの中性子の産業利用を推進するとともに、産業界が利用しや

すい仕組みとか施設の充実を施設や国などへ提案し、要望しようということを目的として、

昨年５月１５日に設立いたしました。 

  会長には元経団連会長の今井敬新日鉄名誉会長になっていただいております。副会長には

日立の庄山さん、それからエーザイの内藤さん、豊田中央研究所の瀧本さんに入っていただ

いております。 

  右側に参画状況が書いてございます。現在５０社、３機関の方に入っていただいておりま

す。産業分野を見ていただきますとわかりますように、先ほどの産業利用のところと重なっ

てますけれども、電機、半導体、精密機器、鉄鋼、金属、自動車、化学等といった非常に幅

広い産業界の方に参画していただいております。 

  １９ページ目に、県内中性子利用連絡協議会について書いてございます。中性子利用に関

する技術情報とかＪ－ＰＡＲＣの活用成果、周辺機器開発等の情報提供、情報交換を通じて、

県内において中性子関連産業を育成しようということでつくったものでございます。昨年の

７月２８日に設立いたしました。現在会員が１９５社ということで、皆さんときどき定期的

に集まってはいろいろ情報交換しています。もちろん事務局がございますので、事務局のほ

うからさまざまな情報を配信するということを進めております。 

  ２０ページ目に広報・啓発活動を書いております。１つ目は、中性子産業応用セミナーで、

平成１７年度から毎年２，３回、県外の主要都市で開催しております。東京、大阪、九州、

埼玉、浜松、今年は先月新潟県の三条で行いました。来年２月には佐賀県鳥栖市でも開催し

ます。これは内容としましては、Ｊ－ＰＡＲＣと県の取組、産業利用事例の紹介ということ

でございます。大体毎回、少ないときで４０名ぐらい、多いときには９０名ぐらいの方に参

加していただいております。 

  それから、産業展とか学会等へのブース展示ということで、そこに書いてありますような

さまざまな産業展等にも出展しております。 

  企業セミナー・技術相談会ですけれども、全国の企業に私たちとか、それから原子力機構

の方々と一緒になって出かけて行きまして、言ってみれば出前の説明会をやっています。中

性子はどんなものかとか、中性子を使うとどんな産業利用ができるかというようなことを説

明するということをやっております。逆に、東海のほうに来ていただいて、施設を見ていた

だきながらそういう技術相談をするというのを技術相談会というふうに定義しておりますけ

 



れども、これにつきましても毎年少ないときでも２０カ所ぐらいやっているという状況でご

ざいます。 

  それから、２１ページ目に、産学官共同研究施設、「いばらき量子ビーム研究センター」

を示してございます。右下のところに写真がございます。これは原子力機構東海研の国道を

はさんで西側にＮＴＴの茨城研究開発センタというのがありましたけれども、その跡地を茨

城県のほうで買い取りまして、「いばらき量子ビーム研究センター」と名付けて運営してお

ります。上にありますように、これは企業がさまざまな相談とか技術支援等を受けられる総

合窓口機能とともに、大学、研究機関、企業が研究、教育、交流できる環境を提供しようと

いうものでございます。現在茨城県だけではなく東海村、Ｊ－ＰＡＲＣセンター、茨城大学、

東京大学の原子力専攻と物性研究所が入っております、それから、筑波大学、物材機構、中

性子産業利用推進協議会が入っております。現在居室スペースの約７５％埋まっている状況

でございます。 

  それで、２２ページ目に茨城県ビームラインの課題採択状況を書いております。おかげさ

までＪ－ＰＡＲＣは昨年１２月２３日に供用開始いたしまして、年次区分が平成で書いてあ

りますが、平成２０年度、平成２１年度上期、下期というふうに３期にわたって課題採択を

しておりますけれども、一番下の累計で見ていただきますと、申請件数がこの３期で１２２

件、採択件数が９５件、予備採択件数２５件です。予備採択とはもし実験がうまくいって早

く終わった場合やマシンタイムが空いたとかキャンセルが出た場合に利用可能となるもので

す。ゼロ時間採択とも言っておりまして、課題としては採択できるけれども、マシンタイム

に余裕が生じたときの予備として採択しているものです。それが２５件というところでござ

います。倍率を見ていただきますと、現状が１．２８というようなところでございます。た

くさん産業界の方々には申請をしていただいているという状況でございます。 

  ２３ページ目ですが、茨城県としての重点的な取組として何をやっているかということで

ございます。まず、機能高度化ということでございまして、２１年～２４年度にかけて文科

省のほうで一応予算化していただいております。この予算を使いまして、最先端の性能を維

持するために利用者ニーズを踏まえた機器性能の高度化というものをやりたいということ。

それから、いろいろな測定をするために試料周辺装置を整備することが必要です。磁場をか

けるとか高温にする、低温にする、あるいはいろいろな雰囲気ガスを調整しなければならな

いことがございます。そういったものの整備です。それから、解析するソフトウェアという

のはどんどん新しくしていかないといけないということで、ソフトウェアの開発というもの

 



も継続的にやっていこうというふうに考えています。 

（近藤委員長）今文科省とおっしゃったように聞こえましたが。 

（林技監）はい。 

（近藤委員長）茨城県の事業を文科省の予算でやっているのですか。 

（林技監）文科省と茨城県の予算と両方使っております。 

  それから、２番目として、具体的な成果の早期創出ということです。やはりまだ中性子の

産業利用というのはそれほど産業界に浸透しておりませんので、早めに成果を出してユーザ

ー開拓したいということです。まずはそこに書いてありますリチウムイオン電池材料開発の

ための構造解析、あるいは鉄鋼材料中のナノ析出物の構造解析と水素トラップサイトの解明、

あるいはタンパク質やアミノ酸等の水素・水和構造の解明というものをやって成果を出して

いこうと思っております。 

  ３番目として、ユーザー開拓です。将来的にはやはり小型中性子源を各大学であるとか各

企業に置いていただかないとなかなか利用が広がらないだろうということで、産業利用及び

研究用の回折・散乱装置に使えるような小型中性子源の開発というのを進めていきたいとい

うふうに考えております。 

  それから、地元企業の技術力を生かした中性子の産業・研究利用のための光学系とか検出

系製品の開発というものもあわせてやっていこうというふうに考えております。 

  ４番目としましては、量子ビームの医療分野における活用ということで、小型加速器中性

子源を用いたホウ素中性子捕捉療法、略称ＢＮＣＴと呼んでおりますけれども、これの研究

開発についても鋭意進めていきたいというふうに考えております。 

  それから、最後、２４ページでございますが、県としまして要望事項というのを５つ挙げ

させていただいております。Ｊ－ＰＡＲＣ、おかげさまで先月から１００ｋＷで運転してい

ます。最終的には１ＭＷになりますけれども、はじめからそこまで出力を上げられないとい

うことで徐々に上げております。リニアックのところで少し故障等がありまして、現在やっ

と１００ｋＷになったところですが、最大パワーであります１ＭＷの早期実現と、十分な運

転時間の確保ということをお願いしたいと思っております。 

  それから、２番目としまして、Ｊ－ＰＡＲＣの利用料金の低廉化でございます。現在財務

省と文科省でいろいろ議論していただいておりますけれども、予想ではかなり高い金額にな

るということで、それではやはり産業界としては非常に使いにくいということになります。

できるだけ料金の低廉化を図っていただきたいというふうに考えております。 

 



  それから、３番目ですが、利用者の利便性を高める施設の整備と研究開発を支援するスタ

ッフの充実ということでございます。特にこの施設の整備の中では海外の研究者も大分増え

てくるということで、東海村は宿泊施設が不足してございまして、海外の人が来ても居住環

境がいい、そういう宿泊施設が整備されることが望ましいと思っております。それから、ビ

ームラインがたくさん整備されますとやはりスタッフがそれなりに必要になってきます。原

子力機構、Ｊ－ＰＡＲＣセンター、それからＫＥＫ含めまして、開発スタッフを充実してい

ただければと思っております。 

  それから、４番目ですが、トライアルユース制度の拡充と量子ビームプラットフォームの

構築推進ということです。先ほど放振協さんのほうからも説明ありましたけれども、中性子

の産業利用というのはまだまだ浸透しておりません。やはりトライアルユース制度というも

のを設けて、産業界の方にまずはただで使っていただいて、中性子のよさというのを理解し

ていただいた上で本格的に有償利用していただくようなことをお願いしたいと思っておりま

す。それから、中性子だけでは新しい材料開発はできません。ラボＸ線、あるいはＳＰ

ring―８の放射光、それから中性子あるいは電子顕微鏡といったいろいろなものを使って

いかないといけないわけで、そういう意味で量子ビームプラットフォーム、これは文科省で

もこういうものを定義しておりますけれども、その構築というものを強力に推進していただ

きたいというふうに考えております。 

  それから、５番目、高レベル放射性廃棄物の隔離期間を大幅に短縮する核変換実験施設の

早期整備です。これはＪ－ＰＡＲＣの中で第２期計画に回っています。原子力発電所で出て

きます使用済燃料から高レベル放射性廃棄物が出てきて、しかも半減期の非常に長いものが

含まれておりますので、それらの半減期を短くするための核変換実験施設を早く整備してい

ただいて、将来の放射性廃棄物の処理をより効率的に行えるようなものを整備していただけ

ればというふうに思っております。 

  ちょっと駆け足でございましたけれども、以上でございます。 

（近藤委員長）はい、ありがとうございました。それでは、ご質問ご意見をどうぞ。はい、松

田委員。 

（松田委員）県が意欲を持って総合的なことを取組まれたということで、本当に心強く思って

おります。こういうふうな取組について、予算的なものはどういうふうになっているのでし

ょうか。 

  それと、それは全体の県の予算の中ではどういうふうな位置づけになっているのかお伺い

 



したいなと思います。 

（小野瀬課長補佐）県の予算の中でといいますか、県では県全体の施策を決めます総合計画が

ございます。これは単に科学技術だけではなくて福祉とか医療もすべて含んでいる総合計画

がございます。その部門別の計画として科学技術振興指針というのを５、６年の計画として

つくっております。その科学技術振興指針の施策の１つとして、先ほど説明しました「サイ

エンスフロンティア２１構想」を作り、この中性子ビームラインと「いばらき量子ビーム研

究センター」の整備という施策の位置づけをしております。具体的に進めるためのプロジェ

クト構想がこの「サイエンスフロンティア２１構想」でございます。 

  予算ですけれども、今まではビームラインの整備等々をやってまいりました。ビームライ

ンの整備、これは設計、製作すべて含めてこれまで４年間で約２２億円ほどかけております。

１７年度から２０年度まで、２２億円でございます。 

  それから、「いばらき量子ビーム研究センター」でございますけれども、土地、建物の改

修等で約１０億円をかけてございます。 

  先ほど委員長から国の財源の話がございましたけれども、私ども茨城県は電源立地地域で

ございまして、電源立地地域の振興のために国から交付していただいております交付金をこ

の分野に有効に活用させていただくということで、県の判断としてこのプロジェクト財源と

して充てているということでございます。 

  人件費については当然県負担ということになります。人件費以外でも事務経費等々につい

ては県の単独予算で措置をしているというところでございます。 

（広瀬委員）関連の質問よろしいでしょうか。 

（近藤委員長）どうぞ。 

（広瀬委員）今、地方分権が大分盛んになってきて、県が独自で将来計画などを立ててどのよ

うな県をつくるかということで、それぞれの県が随分努力なさっていると思いますが、その

中でやはり茨城県は科学技術に重点を置いた県つくりをしようとしていますよね。それは大

変すばらしいことで、しかも早い時期からそういうことに取り組まれたということで、今だ

んだんその成果が出ていると思います。 

  そのことに関して、やはり財政がどうなるかとか、それから人がどうなるか、産業がどう

いうふうに入ってくるかとか、いろいろな政策の問題が出てくると思います。そういう中で

何年かなさってきて、１つは、県民への影響というのがどういうものかということを何か把

握していらっしゃいますでしょうか。 

 



  例えば茨城県では科学技術の専攻を目指すような若い人がほかより多いかどうかとか。と

いうのは、もちろん立地当初は県外から皆さん見えると思うんですが、その方たちはほとん

ど、田中先生なんかを始めとしてそこに定住なさいますよね。そこには第２世代も生まれて

くるわけで、その方たちも当然親の影響を受けるという形で、科学技術に基本的に興味のあ

る方が増えるのではないかと思うんですよね。 

  それで、いろいろ小中高の例えば全国生徒の中で科学技術の分野でどういう形で表れてい

るとか、あるいは進路としてそういう方向に進む人が多いとか、何かそういうデータをお持

ちだったら教えていただきたいというのが１つ。漠然としたところでも結構ですが、なにか

把握していらっしゃれば。 

  それからもう１つは、今お話を伺っていて、県の職員の方でそういう科学技術を持ってい

る方が相当多いんだろうなという気がしましたけれども、県の職員のリクルートの場合にそ

ういう配慮がどの程度なされて、例えば理系の方がすごく多いとか、そういうことをちょっ

とお聞きしたいと思います。 

（林技監）こういうことをやることによってどれだけ県内で増えているかというのは、なかな

か実はデータ的には把握しておりません。ただ、トピックスをちょっと申し上げます。私た

ちは企画部ですが、県内中小企業向けには商工労働部のほうにスタッフがいまして、先ほど

の県内中性子利用連絡協議会などは商工労働部のほうがまとめております。ここで３人のス

タッフが県内の中小企業を回って中性子を使った実験として何ができるとか、中性子の周辺

装置はどんなものがあるかというのを開拓しようと一所懸命やっています。 

  一般向けにはサイエンスカフェというのがありまして、休みの日にどこかの交流センター

みたいなところ、二、三十人集めたところにスタッフが出かけて行って、一般の方向けに、

中性子だけではありません、サイエンスカフェですのですべてのことですが、そういうもの

を開いて少しずつ科学技術に対する理解を深めていただくというようなこともずっと、もう

４年ぐらいやっています。 

  そういうのが多少効いてるんだと思うんですけれども、昨年と今年とＪ－ＰＡＲＣセンタ

ーの公開、原子力科学研究所の公開を夏場に行いました。昨年は８００名予想したところに

２，６００名集まりました。今年もそれぐらいを見込んでいたところトータルで３，７００

名という、非常に多くの方に来ていただきました。やはりこれは県として普段からいろいろ

な活動をしている成果であろうというふうに思っております。 

  それからもう１つです。ご存じかと思いますが、スーパーサイエンスハイスクールという

 



のがございます。県内にも３校認定されております。そのうちのひとつである日立一高が実

はこの１月から原子力機構のＪＲＲ－３等を使って中性子の実験をしようということで、ラ

ジオグラフィー、透過検査ですね、まずこの２月に座学をやりまして、それから実験をする

計画でした。ただ、７月に実験を予定していたところ、残念ながらＪＲＲ－３のトラブルで

実験できなかったので、後から測定して、それを高校生に渡して評価をしてもらうというよ

うなことをやりました。それで大分興味を持っていただきまして、実は１名の方がＡＯ入試

で筑波大学に無事入学したというようなところがございます。 

  そういうようなことで、いろいろな活動をすることで徐々に県内にそういう科学技術に対

する理解が浸透していっているというふうに思っております。残念ながら定量的な数値はご

ざいません。 

（広瀬委員）今度ぜひそれを。 

（林技監）もう１つは。 

（近藤委員長）リクルートについてですね。 

（小野瀬課長補佐）企画部門ですから、申しわけございません、その辺の数値とか、特別にど

ういうしているのかというのは承知しておりませんが、茨城県では実際に研究職としての採

用は県立の試験研究機関を中心に採用しております。 

  その状況が、県立の試験研究機関は実は１７機関ありまして、研究者数としては今年度で

２５１名ということです。残念ながら、実は県民一人当たりの公設試の職員数としては全国

で見ると低いというような状況です。もっと頑張って科学技術振興を進めていく必要がある

と考えています。 

  ただ、先ほど少し触れましたが、おかげさまで電源関係の予算をたくさんいただいており

まして、研究費としてはかなり全国でも上位となっております。それを活用してこの中性子

のプロジェクトであるとか、あるいはそれ以外に茨城では農林水産業が盛んですので、そち

らの分野とか中小企業の振興ということにも活用させていただいているというところでござ

います。 

（近藤委員長）私どもの立場からすると、資料の２２ページを特に注目するのですが、これを

見ると、おっしゃるほどになかなかお客さんが増えてないなと思うんですけれども。努力が

足りないのか不景気のせいなのか、どういう分析をされているんですか。 

（林技監）何回も申し上げていますけれども、中性子に対する理解というのは産業界ではまだ

非常に弱いです。そこをもっともっとやっていかなければなりません。私ども４年間やって

 



きましたけれども、まだまだそれが浸透していないということで、いろいろな協議会をつく

ったりしてやっています。逆にそういうことを進めたからこそこれだけの数が集まったので

はないかと思っております。 

  先ほど放振協さんのほうでも説明ありましたけれども、ＪＲＲ－３を使ったトライアル制

度、私もそれに関係しておりますけれども、そういうことをやって、一般企業の方に中性子

のよさというのを少しずつ理解していただかないとなかなか広がらないと思います。 

（近藤委員長）トライアル制度はお宅がお金出せばいいんでしょう。 

（林技監）はい、これは茨城県としては今年度、来年度とトライアル制度をやっておりまして、

無償で皆さんに使っていただいております。そうやっていかないとなかなか広がりません。

ご存じかと思いますけれども、ＳＰｒｉｎｇ－８、これは１０年かかって産業利用がやっと

２０％になっております。このＪ－ＰＡＲＣの場合、まだビームラインが少ないので余り件

数は多くありませんけれども、全体でいいますと産業利用が３７％、これは県のこの２台の

装置が貢献しているというふうに自負しております。それでも、これでもまだ私は少ない、

先生がおっしゃられるように少ないと思っています。 

（近藤委員長）私は、正直にいうと、これ見てなんだと、ガックリですよ。 

（林技監）それが大変なんです。本当に。私も最初から中性子にかかわってきましたが、一般

の方に理解していただくというのは非常に大変です。というのは、中性子はやはり怖いとい

うイメージをものすごく持ってらっしゃいます。えらい誤解なんですけれども。 

（近藤委員長）はい、田中委員、どうぞ。 

（田中委員長代理）私は委員長と違って、すごい数が増えてきたと思います。５本の指で数え

るほどしかなかったわけですから。本当にオーダーが違ってきて１００件を超えてきたとい

うのはやはり相当期待できるなということだと思います。 

  それから、こういった茨城県の独特の取組で相当一所懸命やっていただいて、「いばらき

量子ビーム研究センター」、２１ページにありますが、これはぜひ今後発展させていただき

たいと思います。というのは、県がイニシアティブをとっているわけですけれども、県とか

村が、大学と産業界とが同居して、研究も一緒にやってるというのは一種の世間に目が開く

場ができたということかと思います。大学人とか研究機関というのはどうしても閉じこもっ

ているところがありますけれども。いろいろな大学が研究機関に入ってきていますので、ぜ

ひこれをうまく活用してやっていただければ、日本にも新しい科学技術の発展が期待できる

のではないかという気がします。よろしくお願いします。 

 



（林技監）ありがとうございます。そういうふうに努力していきたいと思っております。今大

学としては茨城大と東大と筑波大だけですけれども、ほかにも中性子を使った研究をされて

いる大学、旧帝大が中心になりますが、そういうところに働きかけて、ぜひ使って、入居し

ていただきたいと考えています。その中で今田中さんが言われましたように、お互いが普段

からディスカッションすることでもっともっと連携を深め、それから研究の中身も深めてい

くというようなことをやっていきたいというふうに考えております。 

（近藤委員長）伊藤委員。 

（伊藤委員）今お話を伺っていまして、３ページにある茨城県のこういう研究施設から、単に

産業とのシナジー効果を生かすというだけではなくて、さらにそれを超えた構想を持ってい

ろいろやっておられるということがよくわかったんです。しかもそういう中で、この１２ペ

ージにあるように、しっかりとした運営を整え、そしてその目的にあうような基本方針を定

め、そして戦略的に例えば１５ページにあるような利用枠を決めと、非常によく考えられて

やってるなというのはわかるんです。今もありましたように、やはりもう少しせっかくこれ

だけの構想を持ち、施設があり、都市があるという中で、先ほどの中性子の理解をもう少し

得ながら、さらに活用を進めていきたいと、こういう課題があるというお話ですが。 

  １３ページに、基本方針、産業界が利用しやすい運営システムの構築あるいは優遇措置等

があるんですが。ここにある中では少なくともそれらは大体こういう方針に沿ってつくった、

例えば１５ページの利用枠みたいなこういう戦術も、現状うまく機能していて、こういうと

ころに問題があるんじゃなくて、むしろこれの外に問題がありと。 

  一番最後のページに要望事項というのもまとまっていますが。これは１番、３番というの

は極めて即物的なというか技術的なお話ですが。４、５になりますとかなり長期的な視点も

必要な問題と。それからもう１つは、広くもう少しこの存在の理解を広めてもらうというと

ころがあると思うんです。 

  そういう観点で、今後さらにこういうもの、放射線利用あるいは中性子利用というものを

広めていく上での中長期的な課題として何か今までの経験あるいは実績を踏まえてお考えの

ところがあればお伺いしたいと思います。 

（林技監）この４年間ぐらい県の装置ができたらすぐにも使っていただけるようにということ

で先ほどからご説明していますような地域セミナーをやったり、技術相談会をやったり、各

企業の訪問をやってきております。そのおかげで、委員長と田中委員長代理との見解がちょ

っと違っていますが、まだそう多くないと思われるかもしれませんが利用者数が増えてきて

 



います。私たちももっともっと増やしたいと思っています。やはりその中で一番大変なのは、

中性子に対する誤解がまだ大きいということです。中性子を使って測定しますと当然ながら、

絶対量ですが、ごく微量放射化します。でも、普通には、ラジオグラフィーを除きますと照

射量は非常に少ないので、放射化はほとんどなく、すぐ持ち出せます。けれども、企業によ

っては中性子で測定したら持ち出さなくていいよと、そういうことを極端に言われる会社も

あります。それはやはり理解が足りないからです。 

  ご存じのように、材料開発しようと思いますと、先ほどもご説明しましたように、ラボＸ

線使ったり、放射光使ったり、中性子使ったり、あるいはＮＭＲとかいろいろなものを複合

的に使って結果を出さなければなりません。中性子はある意味その途中であるかもしれませ

ん。だから、中性子で測った後に持ち帰ってまた測るというようなこともやらなければなら

ないこともあります。やはり結構大企業でもそういう誤解、放射化するともう怖いというよ

うなことを思っていらっしゃるところが多いです。やはり中性子に対する理解度をもっとも

っと深めていかないと使っていただけないところがあるのかなというふうに思っております。

先ほどから申し上げております県の研究会とか、中性子産業推進協議会、こういったところ

もいろいろな研究会を持っていますので、そういうところでどんどん、企業単位だけじゃな

くて、一般ユーザーの方にも参加していただいて理解を深めていただくことというのも定常

的にやっていくしかないだろうというふうに思っております。 

（伊藤委員）理解の問題というご説明よくわかりました。このほかに例えば法規制上の問題と

か、そういう問題というのはないんですか。日本独得の例えばこういう規制があるとか、そ

ういう問題で障害になっているというようなところはないんですか。 

（林技監）これはちょっと言いにくいところあるのですが。ご存じのように、日本の場合は放

射線に対する法規制が海外に比べて非常に厳しいです。ところが、それ以上に、田中さんも

ご存知と思いますが、原子力機構はもっと厳しい条件を課しておられます。そこを、私は法

律にのっとってやっていただきたいとお願いしています。今は実はほとんどはすぐ持ち出せ

るにも拘わらず、持ち出せないことがあります。それは原子力機構の原子力科学研究所の内

部規制の問題です。施設側の人が法律より厳しくすることなく、法律にのっとってやってい

ただきたいと思っています。そこが１つ非常に今引っかかっています。 

  今Ｊ－ＰＡＲＣセンターも原子力科学研究所と同じ規制でやろうという考え方を持ってら

っしゃるので、それはぜひあくまで原子力科学研究所の規則にのっとってやっていただきた

いということを今強くお願いしているところです。 

 



（伊藤委員）関係者大いにいろいろ話し合いながら、意見交換しながら改善すべき重要な項目

かもしれませんね。 

（林技監）ええ。それとその延長線上ですが、さっきの要望、我々の取組のところで申し上げ

ました小型中性子源についてです。これは必要です。ＢＮＣＴもありますし、科学用、産業

用の回折装置として使いたい。 

  もう１つは、産業利用の１つとして、透過検査、外に持ち出してコンクリートとか橋梁の

検査をしたい。私たち今８ｍぐらいの小型中性子源というのを計画していますが、なかなか

予算が通らないのですが。将来的には発電機を１台のトレーラーに積んで、小型の中性子源

の長さは７、８ｍにおさまるので、それを１１ｔのトラックに載せ、場合によってはあと１

台、トラッククレーンを持っていって、３台セットで現場に持っていって透過検査をしたい

と考えています。そうしたときに、外で測定する場合、問題となるのは放射線規制です。ち

ゃんと遮蔽さえすれば全然問題ありません。そこをやはりきちんとして、法整備していただ

いて、こういう条件であれば使っていいよというようなことをもっとやっていただければと

思っています。 

  先ほど話がありました食品照射の問題も同じです。放射線に対する理解度が日本人の場合

は不足しており、反応が過敏すぎるというのをもう少し何とかしていかないとよくないだろ

うと思っております。 

（近藤委員長）新しい法律、ルールつくってくれというのは、法律をつくる側はわからんので

すよ。だから、こういう状況で使う場合のルールというのをまず利用者がつくることが大切

なんです。民間基準とよく言いますけれども、それはそういう思想なわけですよね。使いた

い局面に応じた国民に説明可能なルールをまずつくって、これを国として法整備してくれと

いうアプローチをとるべきです。いつも上を向いてつくってくれ、つくってくれといって、

つくってもらって、厳しいと文句を言う、それはやめましょう。まずは自分でこれがいいと

思う、国民に説明できるルールをつくっていただくことが一番大事なんです。 

（林技監）わかりました。それはそういうふうにしていきたいと思います。 

（近藤委員長）では、よろしゅうございますか。 

  どうもありがとうございました。 

（林技監）どうもありがとうございました。 

（近藤委員長）では、次のヒアリングに移りましょう。 

 

 



③ 日本医学放射線学会 

 

（中村参事官）本日の最後のヒアリングになります。日本医学放射線学会の取組につきまして

ご説明をいただきたいと思います。どうぞ、よろしくお願いいたします。 

（遠藤理事）日本医学放射線学会の理事の群馬大学の遠藤でございます。放射線の医学利用に

ついてお話しさせていただきます。私のバックグランドは医師でございます。それから、も

う１つは、日本医学放射線学会の公式の見解ではございませんで、私の個人的な意見でござ

います。日本医学放射線学会は学術団体でございまして、学会、会員数が八千数百名で、ボ

ランティアからなっております。 

  まず、２ページにまいります。それからもう１つ、いつも僕はスライドを使うもんですか

ら、スライド式になっておりまして、皆さん見にくいかと思いますけれども、申しわけござ

いません。ご容赦ください。 

  実は放射線を用いた病気の診断、治療というのは非常に幅広うございます。１つが、放射

線診断、ＣＴ、マンモグラフィ、それから肺とか骨の写真、あるいは胃のレントゲン、それ

から核医学であるＰＥＴ、がんの検診に使うＰＥＴ、それからインターベンショナルラジオ

ロジー。ＩＶＲというんですけれども、これは心筋梗塞の治療とか出血をとめるもの。それ

から、また後ほど話しますが、放射線治療とか、随分さまざまな分野で放射線は扱われてお

ります。放射線なくして医学なしと、医学の分野ではなっております。 

  それから、日本医学放射線学会は全体の親学会のようなものでして、この中に細かい、例

えば日本核医学会とかに日本ＩＶＲ学会とか日本放射線腫瘍学会とか、いろいろまた細かい

のもございます。 

  それから、３ページ目ですけれども、今日の話題といいますか課題といいますか、どちら

かといえばご要望といいますか、問題点のほうを先生方に中心に持ってまいりました。 

  まず最初、医療被ばく、それからアイソトープ治療、それから密封小線源治療、医療法と

放射線障害防止法による二重規制、それから私の個人的なあれですけれども、ベンチャー企

業が育たない、その他というふうになっております。 

  次の４ページ目ですけれども。レントゲン診断といいますか画像診断です。多分受けたこ

とない人は日本人にはいないと思いますけれども。 

  現在の基本はＸ線ＣＴになっております。これ非常に画像が美しくて、１枚だけ写真を撮

りますと０．４秒であっと言う間に写ります。それから、これはノーベル賞をもらっており

 



まして、その後ＭＲＩとかＰＥＴとかの断層写真の輪切りですね、これが中心になっており

ます。それから、心筋梗塞とか大腸がんの診断までもＣＴを使ってやろうというふうになっ

ております。この中で多分ＣＴを受けた方もおられると思いますけれども、これは東芝社製

のＣＴであります。この上に寝ていただきまして、実際は本当の数秒間で終わっているんで

すけれども、あとは服を脱ぐとか台の上に上がるとか注射するとか、そのほうが時間がかか

るようなあれです。 

  どのぐらい進んだかという、これは私の顔ですけれどもね、左側が。リアルに本当に我な

がらよく似てるなと思います。僕ちょっと鼻が大きいのでして、中年になりますと二重あご

になっているのがよくわかります。 

（伊藤委員）キバのようについているのは何ですか。 

（遠藤理事）これはアーティファクトといいまして、僕は歯を修理しまして金属があるんです

ね。金属はアーティファクトするですね、それでこのようにちょっと鬼のような形相になっ

ていますけれども。もしこれに色をつけますとそっくりになるんじゃないかという気も。で

は、頭を開けまして、私自身の脳みそでございます。 

（伊藤委員）詰まっていますね。 

（遠藤理事）こんなのはすぐ簡単にできるような時代になりました。もうＣＴとかなくして医

療は進まなくなりました。 

  医療被ばくですけれども、ＣＴの被ばくは単純Ｘ線、胸の写真の１枚の約３００倍になり

ます。ですから、胸の写真３００回写すのとＣＴを１回と大体これが同じ医療被ばくの線量

になります。 

  医療被ばくの多くはＣＴによるものです。ＣＴの台数は日本は世界一でして、病院はＣＴ

を買うのが大好きです。医療被ばくも世界一です。日本では１年間にのべ３，０００万人以

上がＣＴ検査を受けております。これは後で述べますけれども、今後はさらに増えます。が、

ＣＴを診断する放射線科の専門医、私も放射線科の専門医ですけれども、これはＯＥＣＤ中

最低で、人口当たりでいきますと最低になります。 

  それから、医療被ばくについていろいろまたご意見といいますか反論もございます。医療

被ばくは、日本は世界一多いだろうけれども、平均寿命も世界一じゃないかというのが決定

的な反論です。もっと役立ってるんじゃないかと。それから、５０ｍＳｖ以下の被ばくによ

る発がんのエビデンスがあるかという問題もございます。それから、患者はＣＴ撮影を希望

いたします。これは絶対とってくれと言ったときに、医者が断るわけにはいかないような雰

 



囲気もあります。それから、病院はＣＴを撮影しますと収入は増えます。 

  それから、もう１つは医療訴訟の問題があります。杏林大学の病院で、割り箸が、突き刺

さって幼稚園の子どもが亡くなったんですけれども、あれはＣＴとかを撮影せずに家に帰し

たんですね、見た目がよかったので。帰したら、その後に亡くなったから、あれは医療訴訟

で、裁判になりました。医師は無罪になったんですけれども、もうやはり社会的には本当に

非常に大きな打撃を受けております。 

  アメリカでは医療訴訟の多い州、少ない州で、この医療被ばくの線量といいますか、それ

はきれいに正の相関をいたします。ですから、こういう事情で日本はますます医療被ばくが

増えます。日本だけじゃなくて世界中ですけれども、これは増えると思います。 

  学会としての取組ですけれども、放射線科専門医の更新には医療被ばく講習の受講を義務

化しております。しかし、医療被ばくの多いＣＴ、次に述べますＩＶＲというのは心筋梗塞

梗治療ですね、この半分以上は放射線の専門医じゃなくて、内科とか外科の先生が行ってお

りまして、他科の医師による医療被ばくの教育は不十分でございます。ただ、医療被ばくの

教育がおもしろいかといいますと、これ余りおもしろいものではないので、これいろいろ苦

労の種ですけれども。だからこそ義務化しているわけですね。 

  これは心筋梗塞の治療をやっているところですけれども、このようにカテーテルをやって、

これは患者さん、心筋梗塞を治療してございます。 

  次の１２ページですね、これ心筋梗塞ですと、全く同じ部位を何回も放射線が当たること

になって、不幸な患者さんではこのようにこの治療に伴った放射線で皮膚炎を起こすことが、

まれにございます。これは心筋梗塞ですから場所が決まっていて、血管が細くなっているん

ですね。そこを何回も何回も治療しますのでこのようなことになる患者さんがないわけでは

ございません。 

  一方、ＣＴが進みまして、この１３ページはＣＴで、先ほどの台の上に乗って造影剤を注

射して、ほんの数秒たちますと、このようにきれいな血管、心臓の動きがわかるようになり

ます。これは動画でもこれを見ることができます。したがいまして、さっきのカテーテル検

査は徐々に、むしろ減少ぎみになっておりまして、今度はＣＴが代用するといいますか、逆

にいいますとＣＴがますます増えるわけでございます。 

  それから、医療被ばくにつきましては、日本よりも欧米のほうがはるかに敏感です。もう

１つ、欧米にはＲａｄｉａｔｉｏｎ ｓａｆｅｔｙ、あるいは医学物理士という職種があり

ます。しかし、日本ではなかなかこれが確立いたしません。医療被ばくをどうするかという

 



ので、例えば放射線技師がいますけれども、技師会からは単純Ｘ線写真を含むすべての放射

線診断の線量記録を義務化する案が提案されておりますし、これは古くからＩＡＥＡとかＷ

ＨＯでも一生涯の医療被ばくの線量を記録しようという提案というか検討はございます。た

だ、少ない線量の放射線診断を含むすべての放射線の線量を記録する必要性があるかどうか

より、むしろ線量の多い３００倍以上のＣＴとかＩＶＲの線量記録を義務化するほうが現実

的でございます。それでも、果たしてこれが可能かという問題がございます。これはすごい

数やってるもんですから、ＣＴだけで日本で３，０００万件ですから、これを本当に生涯記

録することは可能かというと、経済的にも多分数十億円のお金がかかるんじゃないでしょう

か。それほどの価値があるかどうかというのはいろいろ議論になることだと思いますし、現

場に多分大反対されることになるんじゃないかと思っております。 

  それから、医師数ですけれども、放射線診断専門医、ＣＴを行うのは診断専門医ですけれ

ども、放射線科専門医、会員８，０００人中、約５，０００名が専門医でございます。診断

の専門医が４，０００名強、８割強でございます。それからもう１つ、これは放射線治療専

門医というのが１，０００名弱と書いてありますけれども、７００名ぐらいかもわかりませ

ん。これ今後完全にこれが分かれることになります。現在は２つ一緒なんですけれども、間

もなくこれが全く分離いたします。 

  米国では約３万５，０００名の放射線診断専門医がございまして、毎年２，０００名が新

しく専門医になっております。日本は毎年２００名強ですから、人口当たりにいたしまして

も極めて少ないのが実情でございます。しかし、産科とか小児科とか麻酔科等は社会問題に

なる、テレビドラマでもこれはなるんですけれども、なかなか放射線診断専門医不足は話題

になりません。ただ、現場は本当に非常に苦労しております。 

  一方、次１６ページのほうは放射線治療でございます。放射線を利用した病気の治療でご

ざいまして、この大部分は高エネルギーＸ線治療で、リニアックでございます。一部ですけ

れども、陽子線治療、重粒子線治療、あるいは密封小線源治療とか、針を患者さんの病気の

部分に刺すがんの治療法です。あるいは、ＲＩ内用療法、非密封ＲＩの治療法で、これはベ

ータ線を使います。外国ではアルファ線源も使われております。 

  甲状腺、バセドウ病とか甲状腺がんですね、アイソトープ治療が１７ページでございます。

これは半減期が８日のヨウ素－１３１を使います。２２２ＭＢｑ、６ｍＣｉをカプセルで飲

みます。これ以前はいろいろ苦労したんですけれども、平成１０年に厚生省の課長通知がご

ざいまして、ヨウ素－１３１を１３ｍＣｉ、５００ＭＢｑまでは外来で治療してもいいとい

 



うことになりました。それ以上は入院しなきゃいけません。この通知がうまく作用いたしま

して、これを受ける患者さんが今現在もどんどん増えております。 

  一方、甲状腺がんのアイソトープ治療の場合は、これ一般的にヨウ素－１３１を１００ｍ

Ｃｉ、３．７ＧＢｑ以上を患者さんに投与いたします。 

  治療の風景ですけれども、随分簡単です。普通の薬のカプセルを患者さん１粒飲むだけで

病気が治ります。実はこれお金を申しますと９，４５０円なんですよね。原価が９，０００

円で、ヨウ素－１３１はアメリカから輸入しているんですね。僕は病院が４５０円もうかる

なと思ったら、これ消費税が４５０円かかりまして、収入はゼロです。 

  米国のブッシュ大統領、元の元の大統領のほう、お父さんのほうはバセドウ病になりまし

たけれども、世界的に一番大事な人をどう治療するかといったら、やはりこのアイソトープ

治療ですね。ブッシュ大統領の奥さんもなられたとかいう話ですけれども、やはりアイソト

ープ治療でよくなっております。 

  厚生省のほうが通知を出して、入院、外来の区別をきちんとしていただきまして、それで

日本でもどんどん増えております。 

  一方、甲状腺がんのヨウ素－１３１治療のほうはいろいろ問題がございます。これは多く

の場合、大量、３．７ＧＢｑ、１００ｍＣｉ以上投与いたします。患者をＲＩ治療病室に収

容しなければいけません。これが約四、五日ですね、収容いたします。しかし、ＲＩ治療ベ

ッドが足りません。これが約３カ月から６カ月の入院待ちですね。患者さんは早くしてくれ

と当然言いますけれども、部屋が空いてないからどうしようもございません。一部は外国へ

紹介して患者さんが行ったりしております。理由は、厳しい放射線管理でございまして、排

気、排水設備などに膨大な投資が必要で、採算が全くあいません。使用原価の約５％ぐらい

ですね、だから９５％ぐらいは持ち出しになりますね。 

  現在は国公立病院といいますか国立大学の付属病院が、今までは文科省の保護のもとにや

っておりましたけれども、これからは独立採算になりまして、これが確実に大赤字なもんで

すからやめる方向にいっております。現在は１５８ベッド、６４病院に減少しております。

ですから、私立の大学病院にはほとんど、全くと言っていいぐらいございません。採算を考

えたらこういうことはできないと思います。せめて欧米並みの放射線管理にならないかと思

います。 

  ちなみに、これがオランダの放射線治療病室ですね、一般病室と同じような感じです。２

０ページですけれども。これはただ、一般患者とは隔離しています。一方日本はこれで、群

 



馬大学の写真ですけれども、５ｃｍの鉛ですね。上下あるいは隣の部屋ともまた鉄板とかコ

ンクリートで放射線がいかないようにしています。隣の部屋も、例えば群馬大学は５室ある

もんですから、隣の部屋はどうせ自分が飲んでるんだから隣の部屋ぐらいいいと思うんです

けれども、いや、被ばくしたらだめですと言われて、隣の部屋との間もきちんと囲いしなき

ゃいけないようになっています。 

  一方、これは米国です。米国は一般病室で大きな病室ではございません。一般病室に紙貼

ってやってるぐらいですね。あるいは外来でほとんどやっております。ヨウ素－１３１、１

００ｍＣｉも外来でやったりしております。 

  それから、このような治療法も実はどんどん進んでおります。進んでいるのはベータ線だ

けを放出する、これはストロンチウム－８９、これは半減期が５０日でございます。それか

ら、イットリウム－９０、これ半減期が３日です。これらが新しく認可されまして、多くの

病院で使われるようになりました。これなったばかりですけれども、おかげさんで新しい核

種が使われるようになりました。ストロンチウム－８９、イットリウム－９０が使われるの

は、ヨウ素－１３１ですとあのようなＲＩ治療スペースが必要なもんですから、到底日本で

はビジネスになりません。したがって、ベータ線だけの管理ですから放射線管理が容易で使

われるようになったわけです。アルファ線も欧米では臨床治験が行われ、患者さんに投与し

ておりますけれども、日本では臨床治験どころか動物実験も実質ほとんど、全くというほど

できておりません。 

  それから、実際患者さんがどうしているかといいますと。これはちょっと特殊な病気なん

ですけれども、消化管ホルモン産生腫瘍というものがございまして、これは珍しい病気です。

半減期３日のイットリウム－９０で標識したオクトレオタイドという薬がございまして、こ

の治療に、これがまたヨーロッパで主に使われております。半減期が３日のイットリウム－

９０あるいは半減期が８日のルテチウム－１７７というのがございます、半減期８日です。

これが欧米で行われておりますが、日本では全く行われておりません。しかし、患者さんは

インターネットで必死にこれ調べます。そうしますと、やはり日本でも治療法がありません、

もうだめですと言われたらやはり患者さんは外国で治療を受けることを望みまして、イタリ

アとかスイスで治療を受けております。１回行ったら１００万円ぐらい、薬代だけで、入院

費用だけでやはり１００万円ぐらいかかります、交通費別で。ですけれども、やはり自分が

治る可能性があるといえば、そういうふうな選択をされる患者さんもおります。 

  これはやはり薬事法の厳しい法律や医薬品の審査もその１つ。それからもう１つは放射線

 



管理もございます。それから、例えば、これは治療薬ですよね。今度は、診断薬ですが、ガ

ンマ線を出すインジウム－１１１でございます。これで標識した薬は日本では認可されてお

りません、使えません。これは先進国で使えないのは日本だけです。世界じゅうどこも使っ

ていますけれども、日本だけはこれまだ認可されておりません。 

  それから、２５ページですけれども、臨床治験。原則、薬事法と医療法により行われるよ

うになります。これ随分進歩いたしました。しかし、例えば治験薬の輸送は薬事法と障防法

によっております。ですから、臨床治験は実際には薬事法、医療法、障防法の三重規制にな

っています。それから、臨床治験を行えるのは、核医学診療施設１，１００あるんですけれ

ども、そのうちの約８０施設ぐらいでしかできません。これやはり妨げになっております。 

  次ですけれども、医療法と障害防止法ですけれども、病院の放射線医療の多くは医療法に

よって行われております。例えばＸ線、ＣＴは医療法だけで行われております。しかし、一

部は医療法と放射線障害防止法の２つで放射線管理されております。昭和６３年の閣議でこ

れ２つを一元化することが決定されまして、かなり改善されました。しかし、次に述べます

ように、結構いろいろ苦労もまだしております。 

  例えば二重規制がございまして、例としてＰＥＴカメラにゲルマニウム－６８という、密

封小線源、本当に小さい小線源が、２ｍＣｉとか３ｍＣｉのごくわずか入っているんですけ

れども、これも障防法による届出が必要です。それから、前立腺がんのヨウ素－１２５の密

封小線源永久挿入療法というものがございまして、半減期が６０日のヨウ素－１２５、これ

を前立腺がんの中に針で差し込みます。１本が０．３ｍＣｉのごくわずかですけれども、こ

れを８０分ぐらい麻酔下に差し込みますと、これで前立腺がんが治療できます。 

  アメリカからも輸入して、最近行われるようになりました。アメリカは前立腺がん多いん

ですけれども、そのうちの３分の１はこの治療法ですし、日本でも非常に急増しております。

このヨウ素－１２５も本当に使いやすくなったんですけれども、今でもやはり障防法の届出

が必要となっています。 

  それから、先ほど放射線治療病室も障防法ということでやっております。 

  例えば私の大学病院で三、四年前ですか、これをアメリカでは０．３ｍＣｉで販売されて

おりまして、私どもは１１．１ＭＢｑ、これ０．３ｍＣｉ×３.７×１０１０Ｂｑということ

で届け出ました。これ半減期６０日ですね。企業は１１ＭＢｑとして販売したんですね。こ

れを注文しましたら売ってくれないんですよね。１１．１と１１は違うから売ってくれない

んですね。許可量が多いからいいんじゃないかといっても、いや、これは製品が違いますと

 



かいってなかなか売ってくれません。治療を延期いたしまして、半年ぐらいかかりましたが、

再申請いたしました。患者さんからはやはり、がんの患者さんが半年待つというのは非常に

クレームがきました。 

  それから、あとは私の個人的なあれもございますけれども、放射線医療関連のベンチャー

企業、日本では本当に全く育っておりません。アメリカは全部ベンチャー企業から発展して

大企業になるというか、大企業がそれまたベンチャー企業を買収しているんですけれども。

実は日本でだんだんこういう放射線関連の企業がどちらかといえば衰退しております。医療

については衰退しております。そういたしますと、例えば医者にとっては自分のアイデアが

生かせないんですね。やはり日本発のものづくりの企業がどうしても必要でございますし、

やはりぜひ育ってくださればと思っております。 

  理由は、厳しい放射線管理、それから薬事法の問題です。ぜひ国際的な整合性で、日本の

ローカルルールではなく、欧米とほぼ同じルールでやってくだされば、グローバルスタンダ

ードでやってくだされば非常に幸いでございます。 

  その他ですけれども、これはもう既に何か話があったかもわかりません。モリブデン－９

９、テクネチウム－９９ｍの供給制限です。ヨーロッパでは最近連絡がありまして、オラン

ダかベルギーかで医療用の原子炉を建設するからというのでもう調査が始まっていることに

なっております。しかし、日本では進んでおりません。 

  実はきのうのＮＨＫの朝のニュースで、８時５分からＮＨＫでもこれについて解説されて

おりましたけれども、これは１００％輸入でございます。欧米での１つの議論というのは、

テクネチウム－９９ｍは半減期が６時間なんですね。６時間ですと、世界中で足りないんだ

ったら近くで、例えばヨーロッパの患者さんを治療するのと日本の治療するのと、患者さん

を救える数が４倍か５倍違うんじゃないかということですね。ですから、ヨーロッパでその

まま使ったらたくさんの患者を救えるけれども、日本に輸出したらそれを使える患者さんが、

半減期６時間ですから４分の１しかないんじゃないか、じゃあ、もうヨーロッパで使おうと

いう、こういう議論がもう出てきだしているんですよね。何とかならないか。 

  それから、医療用廃棄物は、これも長い間の懸案です。非密封ＲＩはすべて半減期が６０

日ぐらいの短半減期です。これは進んでいるようでございますけれども、早く何とかならな

いかというのは要望でございます。 

  これはまとめでございますけれども。ＣＴなどの放射線医療機器の台数は多い。しかし、

放射線診断専門医不足により十分に生かされておりません。ただ、日本の病院に置いてある

 



機械は欧米のよりはるかに優れています。日本は本当に設備、装置にはお金をかける国民性

がございます。 

  医療被ばくにつきましては、国民、医師の関心は本当に低いものがございます。 

  それから、ＲＩの医学利用、特に病気のＲＩ治療は薬剤の認可制度、放射線管理の問題か

ら欧米から本当に大きく立ち遅れております。 

  それから、放射線医療関連のベンチャー企業は全く育っておりません。 

  放射線管理が厳しいこともございまして、ぜひ国際的なグローバルスタンダードでやって

いただけるような方向にもっていってくだされば幸いでございます。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。 

  ご質問ご意見どうぞ。 

（松田委員）先生のお話の中で、放射線専門医が５，０００名いるとおっしゃっているんです

が、それが少ないということですけれども。何名ぐらい日本にあればいいとお考えですか。 

（遠藤理事）大体やはり１万２，０００人ぐらいですね。各分野とも医師不足が話題になって

おりますけれども、例えば小児科とか産婦人科の医師不足はわかりやすいんですね。一方、

放射線診断というのは陰で患者さんはやはりわからないものですから、社会的になかなか認

められてないもので、社会的に話題にならなず、本当に四苦八苦しているのが現状です。Ｃ

Ｔの撮影件数はむしろ減らして欲しいんですけれどもね。僕ら仕事をもっと減らしたいんで

すけれどもね、これがなかなか減らないと。これからますます増えると思います。 

（松田委員）現状で１万２，０００人欲しいとなると、これを養成するのにはどれぐらいの期

間がかかるんですか。 

（遠藤理事）大体専門医になるのに８年かかります。医学部を卒業して、大体８年です。現役

で入って卒業して、医学部が２５歳で卒業になりますから、３３歳でそれで大体やっと一人

前ですね。 

（松田委員）そこで専門医の資格がもらえるわけですね。 

（遠藤理事）そうですね。それで、医学部の場合は卒業したら何を選択してもいいんですね、

自由なんです。そうしたらやはり内科とか外科が主役ですよね。放射線医というのはマイナ

ーです。というのは、実はアメリカは放射線診断医が多いのは、ほかの科よりも収入が多い

からなんです。日本は各科選んでも、どの科を選んでも収入が全く一緒なんですね。そうい

たしますと、学生としてはだんだん賢くなってきだしましてね、先生、楽な科がいいですと、

 



あるいは夜呼ばれない科がいいですとか、あるいは、患者さんが死なない科がいいですとか

いう、これが一般的です。ですから、産婦人科、小児科が一番本当にかわいそうだと思って

おります。私たちもちょっと苦労しているのが現状でございます。 

（近藤委員長）我が国では労働組合が産別で職能別組合ではないから、給料は産業できまるの

に対して、アメリカでは職能制ですからね。 

（遠藤理事）ええ。それと、アメリカは各科別に定員を決めているんですね。例えば眼科は各

大学１人ですしね。それが日本は自由なもんですから、眼科は各大学毎年４人ぐらいが卒業

して眼科医になるんじゃないでしょうか。アメリカは各大学１人と決めているんですね。で

すから、日本はそれが自由ですし、開業医も自由に開業できるんです。ですから、日本は開

業医は随分たくさんいるんです。今問題になっているのは病院勤務医なんですね。病院勤務

医の医師不足が問題になっている。だから、ほぼ一人前になったら開業する人が随分いるも

んですからね。 

（近藤委員長）アメリカの原子力工学科の人気が高いのはこの分野の給料が高いからなんです

ね。非常に単純なんですよね。日本はどの学科出ようと同じ給料ですから楽なほうがいいと

いうことになってしまう。これは日本全体の問題ですよ。等しく貧しいのを尊ぶ社会ですか

ら。 

  どうぞ、伊藤委員。 

（伊藤委員）今の放射線関連のお医者さんが少ない問題、あるいは勤務医と開業医の問題、あ

るいは診療科によっての問題、もう随分前から指摘されていながらまたここでそういう議論

になるんですが。これは愚痴言っていてもどうしようもないんですが。一体先生、どういう

ふうにすれば、これですね、この議論というのはやはりちゃんとしかるべきプラットフォー

ムがあって、そこでちゃんと議論して、早く解決しないといつまでたっても解決しないし、

今度も開業医と勤務医の話もうまくできるのかなと思ったらまたどうもそうじゃないような

方向に今向きつつあるということなんですが。 

  これは、先生、何か具体的にこういうふうに解決すべきだと、現場でやっておられて、ど

こが問題になってというところはどうなんでしょうか。 

（遠藤理事）これはやはり委員長おっしゃられましたように、日本固有の問題ですね。医者は

ボランティアで、やはり貧しくみんな平等にやりましょうよと、日本の思想ですね。 

（伊藤委員）だけれども、それでは、 

（遠藤理事）やはりお金をかけたら。 

 



（近藤委員長）世界一の長寿国ですから。 

（遠藤理事）これはやはりみんなのボランティア精神で成り立っていると思いますね。 

（伊藤委員）江戸時代の何とか先生。 

（遠藤理事）赤ひげ先生。 

（伊藤委員）だけでは、しかし今済まない問題になってきているという状況ですが。これはや

はりみんなでちゃんと議論してやっていかなきゃいけないなと思います。これはここで議論

して答えが出る話じゃないのでこのぐらいにしておきますが。 

  もう１点、私も実はずっと前から人間ドッグは毎年やっていましてね、必ず。やはり頭に

すき間ができてやしないかというのが心配なもんですからね、これがだんだん大きくなると

というんでＣＴを撮るわけです。あるいは胸部のＣＴとかＸ線ＣＴやるんです。現場で感じ

ますのは、放射線について、このぐらい浴びるんだよとかいう説明が全くないんですね。私

は長年放射線やっている、このぐらいいいだろうと自分で判断しながらやるんですが。例え

ば歯医者さんに行っても、１日に２回も３回も、私２カ月ぐらいの間に多分６、７回Ｘ線で

やられたと思うんです。いずれにしてもそこでも何の説明もないということ。 

  それから、前回私頭のＣＴやったとき、何か機械が故障していていつまでたっても解放し

てくれないもんですから、これはどうなっているんだ。説明も何も、じっとしていてくださ

いと言うだけで。これは私さすがに頭きちゃって、起き上がっちゃったら飛んできまして、

それじゃあ撮れないというんで。最後にはやはり頭のてっぺんのところだけがすき間がある

かないかわからない状況で終わっちゃったんですけれども。 

  いずれにしましても、やはり医療現場でもう少し放射線を使っているという、こういう被

ばくがあって、これはこういうことですということをやはりちゃんと説明する必要もあるし、

義務もあると思うんですが、これが全然されていないのが実態だと思うんですね。 

（遠藤理事）いや、これは現場ではやはりできないですね。というか、１つは忙しいというこ

ともございます。それからもう１つは、先生は単純写真とかいって普通のＣＴだけなんです

ね。半分ぐらいの患者さんは造影剤とか薬を注射しながらＣＴされたりするんですね。そう

しますと、そのほうが結局被害が大きいんですね。というのは、４０万件やりますと、１人

くらい死亡例があるんですね。あるいは副作用は１％ぐらいある人いる、副作用というか一

過性ですけれどもね、蕁麻疹が出たり、戻したり、そういう副作用はあるんですね。それに

比べますと放射線の副作用は、正直言ってＣＴですと数ｍＳｖですね。その被害のことをバ

ランスにかけますと、はるかに薬の副作用のほうが大きいんですね。ですから、薬の副作用

 



については最近ですけれども、承諾書といいますか、薬の副作用で事故があったことを説明

を受けましたという承諾書をとるんですね。ただ、単純ＣＴについてはやはり説明、正直言

ってしていません。これからもね、レントゲン撮るのに、妊娠しているかどうかは聞きます

けれどもね、それ以上は放射線はもう少しは当たるものとして、それは患者さんが分かって

いるものとしてレントゲン検査やりましょうよという、それが現状ですね。 

（近藤委員長）どうぞ、田中委員。 

（田中委員長代理）その医療のほうだけじゃなくて、日本がローカルルールでグローバルスタ

ンダードではないというのはいろいろな分野がそういうことになっています。これのもとも

とは何にあるのかということなんですよね。要するに俗に言う省庁縦割りということもある

のかもしれないし、本当の意味で専門的な議論が集中的に国家としてなされてないという問

題があるので、これはもうぜひやはり国としてこれをきちんと受け止めないと、これだけの

国民の健康と命がかかわっているところでこういう状況であるということをやはりもっと知

らしめる必要があるのかなという感じはしますね。 

  それから、モリブデン－９９の製造についても、今私の知識で正しければ、１００万人ぐ

らいの心臓疾患とかがんの方が。 

（遠藤理事）日本で、そうですね。１００万人。 

（田中委員長代理）１００万人ぐらいの方がこれを使った診断を受けていて、これが全部外国

に依存していて、日本でつくろうと思ったらお金を削るとかね。もっと精緻な議論をしてい

く社会をつくらないと、こういった分野というのはどんどんやはり厳しくなって、さほども

うからないし、大変だしということになってしまいます。何が福祉国家かと私なんか思うと

きあるんですけれどもね。 

  だから、そういう点でやはり原子力委員会の役割も非常に大きいと思います。お医者さん

の先生たちと一緒になってこういうことを解決していかないといけないなというのは今日聞

いて思いました。 

（遠藤理事）ぜひお願いいたします。 

（広瀬委員）では、一言だけ。私も同じようにグローバルスタンダードということは、この医

療にかかわらず、やはり必要だと思います。それは委員長が今後やってくださるだろうと思

います。 

  それからもう１つ、人材不足のところですが、例えば外国の人を日本にお招きするという

ようなそういう案はあるんでしょうか。 

 



（遠藤理事）医師の場合は医師国家試験が受かれば可能です。ですから、ごくごくまれですけ

れどもね、中国の人で、中国の医科大学を卒業して日本で医師になっている方もおられます。

しかし、それはもう数えるほどですね。 

（広瀬委員）それは語学の障害があるということですか。例えば試験は日本語で受けなきゃい

けない。 

（遠藤理事）そうです。 

（近藤委員長）給料に差がないのは最悪ですね。 

（遠藤理事）そうですね、アメリカですと放射線診断医の給料は、例えば内科医の２．５倍ぐ

らいですね。外科医もそうなんですね、やはり高いんですね。外科医にしても寿命が短いん

ですね。やはり手先で手術して、深夜まで手術というのはやはり体力がもたないですので。

ですから、太く短くといいますかね、高いんですけれども。日本はそういう、委員長おっし

ゃるように、本当に平等に貧しいのが一番歓迎される世の中ですね。 

（近藤委員長）ほかに。 

  よろしいですか。 

  大変臨場感のある話、我が国の抱えている問題をよく理解できるお話をいただきましてあ

りがとうございました。 

（遠藤理事）どうもありがとうございました。 

（近藤委員長）それでは、次の議題。 

 

 （２）第１０回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）大臣級会合の開催について 

 

（中村参事官）では、続きまして２つ目の議題、第１０回のアジア原子力協力フォーラム（Ｆ

ＮＣＡ）の大臣級会合の開催につきまして、牧参事官補佐からご説明いたします。 

（牧参事官補佐）資料２号でございます。ＦＮＣＡの大臣級会合でございます。 

  四角囲いの中にございますが、ＦＮＣＡは平成１１年に設立されたアジア地域の協力フォ

ーラムで、年に１回大臣級会合を開いてございます。 

  下のほうに会議の主催等を書いてございますけれども、日時としては来週１６日、水曜日

で、その前日の１５日には上級行政官の会合を開催する予定でございます。場所としては、

東京の三田共用会議所でございます。参加予定国としては、１０カ国、資料に書いていると

ころでございます。 

 



 

  我が国からは、科学技術担当大臣の菅大臣の出席を調整しているところでございます。 

  それから、ＩＡＥＡからはいつもオブザーバーで出ていただいておりましたが、今回は今

月に就任されました天野事務局長からのビデオメッセージを上映する予定となってございま

す。 

  １枚めくっていただきまして、別添のところにプログラムを書いてございます。特にセッ

ション４、５のあたりに円卓討議というものを、原子力エネルギー、放射線それぞれに関し

て議論し、セッション６で決議をまとめていくというスケジュールでございます。 

  資料をめくっていただきまして、海外の参加者一覧でございます。こちらにあるメンバー

がお越しになる予定でございます。大臣級の方も何人かいらっしゃる予定でございます。 

  ６ページ以降はＦＮＣＡの概要を書いてございますが、こちらについては説明を割愛させ

ていただきます。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）何かご質問はございますか。 

  よろしゅうございますか。 

  それでは、よろしくお願いいたします。 

  では、その他議題。 

 

（３）その他 

 

（中村参事官）事務局では特に準備してございません。 

（近藤委員長）先生方からはいかがですか、よろしいですか。 

  それでは、次回予定を伺って終わりにしましょう。 

（中村参事官）次回、第４６回の原子力委員会でございますけれども、臨時会といたしまして、

１２月１０日、今度の木曜日の１３時半からを予定してございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

（近藤委員長）それでは、今日はこれで終わります。 

  ありがとうございました。 

―了― 


